
�愛媛県条例第１号
職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

（職員の給与に関する条例の一部改正）

第１条 職員の給与に関する条例（昭和２６年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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条 例

改 正 後 改 正 前

（住居手当）

第９条の５ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支

給する。

� 自ら居住する住宅（貸間を含む。次号 において同じ。）を

借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同

（住居手当）

第９条の５ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支

給する。

� 自ら居住する住宅（貸間を含む。第３号において同じ。）を

借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同
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（技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正）

第２条 技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２７年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

じ。）を支払つている職員（人事委員会規則で定める職員を除

く。）

� 第１０条の２第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を支

給される職員 で、配偶者が

居住するための住宅（人事委員会規則で定める住宅を除く。）

を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃を支払つているもの又

はこれらのものとの権衡上必要があると認められるものとして

人事委員会規則で定めるもの

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当

該各号に掲げる額（当該各号のいずれにも該当する職員にあつて

は、当該各号

に掲げる額の合計額）とす

る。

� 省略

� 前項第２号に掲げる職員 前号 の規定の例により算出した

額の２分の１に相当する額（その額に１００円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てた額）

３ 省略

じ。）を支払つている職員（人事委員会規則で定める職員を除

く。）

� その所有に係る住宅（人事委員会規則で定めるこれに準ずる

住宅を含む。第４号において同じ。）に居住している職員で世

帯主であるもの

� 第１０条の２第１項又は第３項の規定により単身赴任手当を支

給される職員（以下「単身赴任職員」という。）で、配偶者が

居住するための住宅（人事委員会規則で定める住宅を除く。）

を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃を支払つているもの又

はこれらのものとの権衡上必要があると認められるものとして

人事委員会規則で定めるもの

� 単身赴任職員で、その所有に係る住宅に配偶者が居住してい

るもの（その職員が当該住宅に居住しているものとした場合に

世帯主となる職員に限る。）又はこれらのものとの権衡上必要

があると認められるものとして人事委員会規則で定めるもの

２ 住居手当の月額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じて、当

該各号に掲げる額（第１号又は第２号に掲げる職員のうち第３号

又は第４号に掲げる職員でもあるものについては、第１号又は第

２号に掲げる額及び第３号又は第４号に掲げる額の合計額）とす

る。

� 省略

� 前項第２号に掲げる職員 ３，５００円

� 前項第３号に掲げる職員 第１号の規定の例により算出した

額の２分の１に相当する額（その額に１００円未満の端数を生じ

たときは、これを切り捨てた額）

� 前項第４号に掲げる職員 １，７００円

３ 省略

改 正 後 改 正 前

（住居手当）

第４条の３ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支

給する。

� 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号 において同

じ。）を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払つている職員（知事が定める職員を除

く。）

� 第５条の２の規定により単身赴任手当を支給される職員

で、配偶者が居住するための住

宅（知事が定める住宅を除く。）を借り受け、月額１２，０００円を

超える家賃を支払つているもの又はこれらのものとの権衡上必

要があると認められるものとして知事が定めるもの

（住居手当）

第４条の３ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支

給する。

� 自ら居住するため住宅（貸間を含む。第３号において同

じ。）を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払つている職員（知事が定める職員を除

く。）

� その所有に係る住宅（知事が定めるこれに準ずる住宅を含

む。第４号において同じ。）に居住している職員で世帯主であ

るもの

� 第５条の２の規定により単身赴任手当を支給される職員（以

下「単身赴任職員」という。）で、配偶者が居住するための住

宅（知事が定める住宅を除く。）を借り受け、月額１２，０００円を

超える家賃を支払つているもの又はこれらのものとの権衡上必

要があると認められるものとして知事が定めるもの

� 単身赴任職員で、その所有に係る住宅に配偶者が居住してい

るもの（その職員が当該住宅に居住しているものとした場合に

世帯主となる職員に限る。）又はこれらのものとの権衡上必要

があると認められるものとして知事が定めるもの
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（愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第３条 愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正前の職員の給与に関する条例第９条の５第１項第２号又は第４号に該当する職員の住居手当については、同条

第１項及び第２項の規定は、平成２７年３月３１日までの間は、なおその効力を有する。この場合において、平成２５年４月１日から平成２６年

３月３１日までの間は、同項第２号中「３，５００円」とあるのは「３，０００円」と、同項第４号中「１，７００円」とあるのは「１，５００円」とし、同年

４月１日から平成２７年３月３１日までの間は、同項第２号中「３，５００円」とあるのは「２，５００円」と、同項第４号中「１，７００円」とあるのは

「１，２００円」とする。

３ 第２条の規定による改正前の技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例第４条の３第２号又は第４号に該当する職員の住居手当

については、同条の規定は、平成２７年３月３１日までの間は、なおその効力を有する。

４ 第３条の規定による改正前の愛媛県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第６条の３第２号又は第４号に該当する職員の住居手

当については、同条の規定は、平成２７年３月３１日までの間は、なおその効力を有する。

�愛媛県条例第２号
知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等及び職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例

知事等及び職員の給与の特例に関する条例（平成１８年愛媛県条例第６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（住居手当）

第６条の３ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支

給する。

� 自ら居住するため住宅（貸間を含む。次号 において同

じ。）を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払つている職員（管理者が定める職員を

除く。）

� 第７条の２の規定により単身赴任手当を支給される職員

で、配偶者が居住するための住

宅（管理者が定める住宅を除く。）を借り受け、月額１２，０００円

を超える家賃を支払つているもの又はこれらのものとの権衡上

必要があると認められるものとして管理者が定めるもの

（住居手当）

第６条の３ 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支

給する。

� 自ら居住するため住宅（貸間を含む。第３号において同

じ。）を借り受け、月額１２，０００円を超える家賃（使用料を含

む。以下同じ。）を支払つている職員（管理者が定める職員を

除く。）

� その所有に係る住宅（管理者が定めるこれに準ずる住宅を含

む。第４号において同じ。）に居住している職員で世帯主であ

るもの

� 第７条の２の規定により単身赴任手当を支給される職員（以

下「単身赴任職員」という。）で、配偶者が居住するための住

宅（管理者が定める住宅を除く。）を借り受け、月額１２，０００円

を超える家賃を支払つているもの又はこれらのものとの権衡上

必要があると認められるものとして管理者が定めるもの

� 単身赴任職員で、その所有に係る住宅に配偶者が居住してい

るもの（その職員が当該住宅に居住しているものとした場合に

世帯主となる職員に限る。）又はこれらのものとの権衡上必要

があると認められるものとして管理者が定めるもの

改 正 後 改 正 前

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額

（職員の給与の特例）

第４条 職員給与条例、教育職員給与条例、任期付研究員条例又は

任期付職員条例の適用を受ける職員（以下「職員」という。）の

給料月額（職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平

成１７年愛媛県条例第８８号。以下「職員給与改正条例」という。）
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第４条第１項の改正規定は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第３号
愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例

（愛媛県職員退職手当条例の一部改正）

第１条 愛媛県職員退職手当条例（昭和２９年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正）

第２条 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

は、職員給与条例第３条から第４条の２までの規定

、教育職員給与条例第４

条から第８条までの規定、任期付研究員条例第５条の規定及び任

期付職員条例第７条の規定にかかわらず、これらの規定により定

められた額（職員給与条例附則第１５項又は教育職員給与条例附則

第１３項の規定により給与が減ぜられて支給される職員にあって

は、当該額から職員給与条例附則第１５項第１号又は教育職員給与

条例附則第１３項第１号に定める額を減じて得た額）から当該額

に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額）を減じて得た額とする。ただし、給料

の調整額、手当及び教職調整額の額の算出の基礎となる給料月額

については、この限りでない。

�・� 省略

２・３ 省略

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。

附則第７項から第９項までの規定による給料を支給される職員に

あっては、給料月額とこれらの規定による給料の額の合計額）

は、職員給与条例第３条から第４条の２までの規定、職員給与改

正条例附則第７項から第９項までの規定、教育職員給与条例第４

条から第８条までの規定、任期付研究員条例第５条の規定及び任

期付職員条例第７条の規定にかかわらず、これらの規定により定

められた額（職員給与条例附則第１５項又は教育職員給与条例附則

第１３項の規定により給与が減ぜられて支給される職員にあって

は、当該額から職員給与条例附則第１５項第１号又は教育職員給与

条例附則第１３項第１号に定める額を減じて得た額）から当該額

に、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたとき

は、これを切り捨てた額）を減じて得た額とする。ただし、給料

の調整額、手当及び教職調整額の額の算出の基礎となる給料月額

については、この限りでない。

�・� 省略

２・３ 省略

附 則

（この条例の失効）

２ この条例は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。

改 正 後 改 正 前

附 則

２９ 当分の間、 ３５年以下の期間勤続して退職した者（条例

第２６号附則第５項の規定に該当する者

を除く。）に対する退職手当の

基本額は、第３条から第５条の３までの規定により計算した額に

それぞれ１００分の８７ を乗じて得た額とする。この場合において、

第６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第２９

項」とする。

３０ 当分の間、３６年以上４２年以下の期間勤続して退職した者（条例

第２６号附則第６項の規定に該当する者を除く。）で第３条第１項

の規定に該当する退職をしたもの

に対する退職手当の基本額

は、同項又は第５条の２の規定により計算した額に前項に定める

割合を乗じて得た額とする。

附 則

２９ 当分の間、２０年以上３５年以下の期間勤続して退職した者（条例

第２６号附則第５項の規定に該当する者及び傷病又は死亡によら

ず、その者の都合により退職した者（第１２条第１項各号に掲げる

者を含む。次項において同じ。）を除く。）に対する退職手当の

基本額は、第３条から第５条の３までの規定により計算した額に

それぞれ１００分の１０４を乗じて得た額とする。

３０ 当分の間、３６年 の期間勤続して退職した者（条例

第２６号附則第６項の規定に該当する者を除く。）で第３条第１項

の規定に該当する退職をしたもの（傷病又は死亡によらず、その

者の都合により退職した者を除く。）に対する退職手当の基本額

は、その者の勤続期間を３５年として前項の規定の例により計算し

て得られる 額とする。
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（愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第３条 愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例（平成１５年愛媛県条例第６４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例の一部改正）

第４条 愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成１８年愛媛県条例第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

（長期勤続者等に対する退職手当に係る特例）

５ 適用日に在職する職員（適用日に改正前の愛媛県職員退職手当

条例（以下「旧条例」という。）第７条の４第１項に規定する公

庫等職員（以下「指定法人職員」という。）として在職する者の

うち、適用日前に職員から引き続いて指定法人職員となつた者又

は適用日に職員以外の地方公務員等として在職する者で、指定法

人職員又は職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて

職員となつたものを含む。次項及び附則第７項において同じ。）

のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手当条例第３条から第５条

まで

の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期

間が ３５年以下

である者に対する退職手当の基本額は

、当分の間、同条例第３条から第５条の３までの規定

により計算した額にそれぞれ１００分の８７ を乗じて得た額とする。

６ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手

当条例第３条第１項 の規定に該当す

る退職をし、かつ、その勤続期間が３６年以上４２年以下である者に

対する退職手当の基本額は

、当分の間、同

項又は同条例第５条の２の規定により計算した額に前項に定める

割合を乗じて得た額とする。

７ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に愛媛県職員退職手

当条例第５条の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が

３５年を超える者に対する退職手当の基本額は

、

当分の間、その者の勤続期間を３５年として附則第５項の規定の例

により計算して得られる額とする。

附 則

（長期勤続者等に対する退職手当に係る特例）

５ 適用日に在職する職員（適用日に改正前の愛媛県職員退職手当

条例（以下「旧条例」という。）第７条の４第１項に規定する公

庫等職員（以下「指定法人職員」という。）として在職する者の

うち、適用日前に職員から引き続いて指定法人職員となつた者又

は適用日に職員以外の地方公務員等として在職する者で、指定法

人職員又は職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて

職員となつたものを含む。次項及び附則第７項において同じ。）

のうち、適用日以後に新条例第３条中傷病により退職した者に係

る退職手当に関する部分、新条例第４条若しくは第５条又は職員

の給与に関する条例等の一部を改正する条例（昭和５９年愛媛県条

例第３号）附則第６項（同条例附則第７項において準用する場合

を含む。）において従前の例による同条例による改正前の愛媛県

職員退職手当条例の一部を改正する条例（昭和３６年愛媛県条例第

１号）附則第２項の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期

間が２０年以上３５年以下（同項の規定に該当する退職をした者にあ

つては、２５年未満）である者に対する退職手当の基本額は、新条

例第３条から第５条の３まで及び条例第５７号附則第５項の規定に

かかわらず、当分の間、新条例第３条から第５条の３までの規定

により計算した額にそれぞれ１００分の１０４を乗じて得た額とする。

６ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に新条例第３条中傷

病により退職した者に係る退職手当に関する部分の規定に該当す

る退職をし、かつ、その勤続期間が３６年 である者に

対する退職手当の基本額は、新条例第３条第１項及び第５条の２

並びに条例第５７号附則第５項の規定にかかわらず、当分の間、そ

の者の勤続期間を３５年として前項の規定の例により計算して得ら

れる 額とする。

７ 適用日に在職する職員のうち、適用日以後に新条例

第５条の規定に該当する退職をし、かつ、その勤続期間が

３５年を超える者に対する退職手当の基本額は、新条例第５条から

第５条の３まで及び条例第５７号附則第５項の規定にかかわらず、

当分の間、その者の勤続期間を３５年として附則第５項の規定の例

により計算して得られる額とする。

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

１２ 当分の間、４２年を超える期間勤続して退職した者で愛媛県職員

退職手当条例第３条第１項の規定に該当する退職をしたものに対

する退職手当の基本額は、同項の規定にかかわらず、その者が同

条例第５条の規定に該当する退職をしたものとし、かつ、その者

の勤続期間を３５年として同条例附則第２９項の規定の例により計算

して得られる額とする。

附 則

（経過措置）

１２ 当分の間、４４年を超える期間勤続して退職した者で愛媛県職員

退職手当条例第３条第１項の規定に該当する退職をしたものに対

する退職手当の基本額は、同項の規定にかかわらず、その者が同

条例第５条の規定に該当する退職をしたものとし、かつ、その者

の勤続期間を３５年として同条例附則第２９項の規定の例により計算

して得られる額とする。
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県職員退職手当条例（以下「新条例」という。）附則第２９項（新条例附則第３１項及び第３条の規定に

よる改正後の愛媛県職員退職手当条例等の一部を改正する条例附則第１２項においてその例による場合を含む。）及び第３０項の規定の適用

については、新条例附則第２９項中「１００分の８７」とあるのは、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から平成２５年９月３０日まで

の間においては「１００分の９８」と、同年１０月１日から平成２６年６月３０日までの間においては「１００分の９２」とする。

３ 第２条の規定による改正後の愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例附則第５項（同条例附則第７項においてその例による場合

を含む。）及び第６項の規定の適用については、同条例附則第５項中「１００分の８７」とあるのは、施行日から平成２５年９月３０日までの間に

おいては「１００分の９８」と、同年１０月１日から平成２６年６月３０日までの間においては「１００分の９２」とする。

４ 第４条の規定による改正後の愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条例附則第２項の規定の適用については、同項中「１００分の８７」

改 正 後 改 正 前

附 則

（経過措置）

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者がこの条例の施

行の日（以下「施行日」という。）以後に退職することにより改

正後の愛媛県職員退職手当条例（以下「新条例」という。）の規

定による退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以下同

じ。）として退職した場合において、その者が施行日の前日に現

に退職した理由及び年齢と同一の理由及び年齢により退職したも

のとし、かつ、その者の同日までの勤続期間及び同日における給

料月額を基礎として、改正前の愛媛県職員退職手当条例（以下

「旧条例」という。）第３条から第５条の２まで及び第６条並び

に附則第３１項から第３３項まで、第３７項及び第３８項、附則第９項の

規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条

例（昭和３７年愛媛県条例第５７号。以下「条例第５７号」という。）

附則第５項、附則第１０項の規定による改正前の愛媛県職員退職手

当条例の一部を改正する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号。以下

「条例第２６号」という。）附則第５項から第８項まで並びに附則

第１２項の規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例等の一部を

改正する条例（平成１５年愛媛県条例第６４号。以下「条例第６４号」

という。）附則第１２項の規定により計算した額（当該勤続期間が

４３年又は４４年の者であって、傷病若しくは死亡によらずにその者

の都合により又は公務によらない傷病により退職したものにあっ

ては、その者が旧条例第５条の規定に該当する退職をしたものと

みなし、かつ、その者の当該勤続期間を３５年として旧条例附則第

３１項の規定の例により計算して得られる額）にそれぞれ１００分の

８７（当該勤続期間が２０年以上の者（４２年以下の者で傷病又は死亡

によらずにその者の都合により退職したもの及び３７年以上４２年以

下の者で公務によらない傷病により退職したものを除く。）にあ

っては、１０４分の８７）を乗じて得た額が、愛媛県職員退職手当条

例第２条の４から第５条の３まで及び第６条から第６条の５まで

並びに附則第２９項から第３１項まで、第３５項及び第３６項並びに附則

第６項、附則第７項、附則第９項の規定による改正後の条例第５７

号附則第５項、 条例第２６号附則

第５項から第８項まで並びに 条

例第６４号附則第１２項の規定により計算した退職手当の額（以下

「新条例等退職手当額」という。）よりも多いときは、これらの

規定にかかわらず、その多い額をもってその者に支給すべきこれ

らの規定による退職手当の額とする。

附 則

（経過措置）

２ 職員が新制度適用職員（職員であって、その者がこの条例の施

行の日（以下「施行日」という。）以後に退職することにより改

正後の愛媛県職員退職手当条例（以下「新条例」という。）の規

定による退職手当の支給を受けることとなる者をいう。以下同

じ。）として退職した場合において、その者が施行日の前日に現

に退職した理由及び年齢と同一の理由及び年齢により退職したも

のとし、かつ、その者の同日までの勤続期間及び同日における給

料月額を基礎として、改正前の愛媛県職員退職手当条例（以下

「旧条例」という。）第３条から第５条の２まで及び第６条並び

に附則第３１項から第３３項まで、第３７項及び第３８項、附則第９項の

規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例の一部を改正する条

例（昭和３７年愛媛県条例第５７号。以下「条例第５７号」という。）

附則第５項、附則第１０項の規定による改正前の愛媛県職員退職手

当条例の一部を改正する条例（昭和４８年愛媛県条例第２６号。以下

「条例第２６号」という。）附則第５項から第８項まで並びに附則

第１２項の規定による改正前の愛媛県職員退職手当条例等の一部を

改正する条例（平成１５年愛媛県条例第６４号。以下「条例第６４号」

という。）附則第１２項の規定により計算した退職手当の額が、新

条例

第２条の４から第５条の３まで及び第６条から第６条の５まで

並びに附則第２９項から第３１項まで、第３５項及び第３６項並びに附則

第６項、附則第７項、附則第９項の規定による改正後の条例第５７

号附則第５項、附則第１０項の規定による改正後の条例第２６号附則

第５項から第８項まで並びに附則第１２項の規定による改正後の条

例第６４号附則第１２項の規定により計算した退職手当の額（以下

「新条例等退職手当額」という。）よりも多いときは、これらの

規定にかかわらず、その多い額をもってその者に支給すべきこれ

らの規定による退職手当の額とする。
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とあるのは、施行日から平成２５年９月３０日までの間においては「１００分の９８」と、同年１０月１日から平成２６年６月３０日までの間においては

「１００分の９２」と、「１０４分の８７」とあるのは、施行日から平成２５年９月３０日までの間においては「１０４分の９８」と、同年１０月１日から平成

２６年６月３０日までの間においては「１０４分の９２」とする。

�愛媛県条例第４号
愛媛県立衛生環境研究所使用料条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立衛生環境研究所使用料条例等の一部を改正する条例

（愛媛県立衛生環境研究所使用料条例の一部改正）

第１条 愛媛県立衛生環境研究所使用料条例（昭和２７年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県自動車運転者試験場使用料条例の一部改正）

第２条 愛媛県自動車運転者試験場使用料条例（昭和２８年愛媛県条例第６８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例の一部改正）

第３条 愛媛県産業技術研究所の使用料及び手数料条例（昭和３０年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（使用料の額）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所管理条例（昭和２７年愛媛県条例第

９号。以下「管理条例」という。）第２条第１項及び第２項の規

定による試験等の依頼については、次の各号の範囲内で知事の定

める使用料を納めなければならない。ただし、急速に施行を必要

とするものはその３倍額、特別の費用を要するものはその実費と

する。

� 省略

� その他試験、検査料 １件につき ３５，９５０円

� 文書料 １枚につき ６００円

２ 省略

（使用料の額）

第２条 愛媛県立衛生環境研究所管理条例（昭和２７年愛媛県条例第

９号。以下「管理条例」という。）第２条第１項及び第２項の規

定による試験等の依頼については、次の各号の範囲内で知事の定

める使用料を納めなければならない。ただし、急速に施行を必要

とするものはその３倍額、特別の費用を要するものはその実費と

する。

� 省略

� その他試験、検査料 １件につき ３２，３８０円

� 文書料 １枚につき ５００円

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（使用料の額）

第２条 使用料の額は、練習「コース」各１回の使用につき３００円

とする。

（使用料の額）

第２条 使用料の額は、練習「コース」各１回の使用につき２００円

（自動二輪車又は原動機付自転車により使用する場合にあつて

は、１００円）とする。

改 正 後 改 正 前

別表（第３条関係）

使用料

別表（第３条関係）

使用料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

技術開発関係 機械金属用機器 １時間 ２，５２０円 技術開発関係 機械金属用機器 １時間 ２，７３０円

電子用機器 １時間 ９４０ 電子用機器 １時間 １，４７０

化学用機器 １時間 １，７８０ 化学用機器 １時間 １，８９０

省略 省略

窯業関係 省略 窯業関係 省略

窯業用機器 １時間又は１回 ３，４６０ 窯業用機器 １時間又は１回 １，８９０

繊維産業関係 染織用機器 １時間 １，１５０ 繊維産業関係 染織用機器 １時間 １，０５０
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（証明事務等に係る手数料条例の一部改正）

第４条 証明事務等に係る手数料条例（昭和３１年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県家畜種付手数料条例の一部改正）

第５条 愛媛県家畜種付手数料条例（昭和３３年愛媛県条例第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

紙産業関係 省略 紙産業関係 省略

研修室 １時間 １，９６０ 研修室 １時間 １，７２０

控室 １時間 ２３０ 控室 １時間 １６０

会議室 １時間 ２３０ 会議室 １時間 １６０

製紙用機器 １時間 １２，３９０ 製紙用機器 １時間 １２，１８０

紙加工用機器 １時間 ７，６６０ 紙加工用機器 １時間 ７，７７０

物理試験用機器 １時間 １，７８０ 物理試験用機器 １時間 １，６８０

化学試験用機器 １時間 １，６８０ 化学試験用機器 １時間 １，５７０

省略 省略

手数料 手数料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

省略 省略

窯業関係 省略 窯業関係 省略

はい土、ゆう薬

顔料等調整及び

加工

１件 ２５，９３０ はい土、ゆう薬

顔料等調整及び

加工

１件 ２５，５１０

省略 省略

省略 省略

共通 省略 共通 省略

謄本 １部又は１枚 ６００ 謄本 １部又は１枚 ５００

改 正 後 改 正 前

（手数料の額）

第２条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）の額

は、１件につき６００円とする。

（手数料の額）

第２条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）の額

は、１件につき５００円とする。

改 正 後 改 正 前

（手数料の額）

第３条 手数料は、次に掲げる金額をこえない範囲内において知事

が定める額とする。

（手数料の額）

第３条 手数料は、次に掲げる金額をこえない範囲内において知事

が定める額とする。

畜種 精 液 料 注 入 料 自然種

付料

畜種 精 液 料 注 入 料 自然種

付料

乳牛 省略 乳牛 和牛１�につき ４００円 省略

和牛 省略 和牛 １�につき ３００円 省略

馬 １回につき １，４８０円 馬 １回につき ５００円 １回につき ３００円 １，３２０円

豚 １回につき １，０１０円 １回につき １，４８０円 省略 豚 １回につき １，０１０円 １回につき １，４２０円 省略

めん

羊

１回につき １，４８０円 めん

羊

１回につき ２００円 １回につき ２２０円 ４００円

山羊 １回につき １，４８０円 山羊 １回につき ２００円 １回につき ２２０円 ４００円
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（愛媛県農林水産研究所使用料条例の一部改正）

第６条 愛媛県農林水産研究所使用料条例（昭和３８年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（食品衛生法施行条例の一部改正）

第７条 食品衛生法施行条例（平成１２年愛媛県条例第１６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県警察関係事務手数料条例の一部改正）

第８条 愛媛県警察関係事務手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

１ 分析等に係る使用料

別表（第２条関係）

１ 分析等に係る使用料

区 分 種 別 単 位 金 額 区 分 種 別 単 位 金 額

農業関係 農業関係 土壌の定性分析 １件につき ５００円

土壌の定量分析 １件につき ４，３００円 土壌の定量分析 １件につき １，０００円

肥料の定性分析 １件につき ５００円

肥料の定量分析 １件につき ５，３００円 肥料の定量分析 １件につき １，０００円

肥料の鑑定 １件につき １，０００円

林業関係 木材の材質試験 １件につき ６，８００円 林業関係 木材の材質試験 １件につき ６，６００円

木材の強度試験 １件につき １８，７００円 木材の強度試験 １件につき １９，２００円

水の化学分析 １件につき １８，３００円 水の化学分析 １件につき １８，１００円

土壌物理性測定 １件につき １８，１００円 土壌物理性測定 １件につき １７，８００円

土質試験 １件につき １１，７００円 土質試験 １件につき １１，６００円

土壌養分分析 １件につき １２，１００円 土壌養分分析 １件につき １２，０００円

造林用苗木の品種分析 １件につき ３，０００円 造林用苗木の品種分析 １件につき ３，１００円

省略 省略

２ 省略 ２ 省略

改 正 後 改 正 前

別表第６（第７条関係） 別表第６（第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１ 法第２６条第１

項の規定に基づ

く食品等の検査

食品等検

査手数料

食品、添加物並びに器具及び

容器包装の検査の項目ごとに

４４，４２０円を超えない範囲内に

おいて規則で定める金額

１ 法第２６条第１

項の規定に基づ

く食品等の検査

食品等検

査手数料

食品、添加物並びに器具及び

容器包装の検査の項目ごとに

２９，５６０円を超えない範囲内に

おいて規則で定める金額

２～３５ 省略 ２～３５ 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

（手数料の納付時期等）

第３条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）は、次

の各号に掲げる手数料の区分に応じ、当該各号に定める時期に納

付しなければならない。

� 省略

（手数料の納付時期等）

第３条 前条に規定する手数料（以下「手数料」という。）は、次

の各号に掲げる手数料の区分に応じ、当該各号に定める時期に納

付しなければならない。

� 省略

� 別表２５の項に掲げる手数料 パーキング・メーターを作動さ
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附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正後の愛媛県立衛生環境研究所使用料条例第２条第１項第２号及び第３号の規定並びに第６条の規定による改正

後の愛媛県農林水産研究所使用料条例別表１の表の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の試験等又は分析等の

依頼に係る使用料について適用し、施行日前の試験等又は分析等の依頼に係る使用料については、なお従前の例による。

３ 第４条の規定による改正後の証明事務等に係る手数料条例第２条の規定は、施行日以後の証明等の申請に係る手数料について適用し、

施行日前の証明等の申請に係る手数料については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第５号
愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県事務処理の特例に関する条例（平成１２年愛媛県条例第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第２号 に掲げる手数料については、

パーキン

グ・チケット発給設備に表示されている方法により納付しなけれ

ばならない。この場合において、当該納付に係る領収書は、発行

しない。

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

せようとする際

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

２ 前項第２号及び第３号に掲げる手数料については、同項第２号

に掲げる手数料にあってはパーキング・メーターに表示されてい

る方法により、同項第３号に掲げる手数料にあってはパーキン

グ・チケット発給設備に表示されている方法により納付しなけれ

ばならない。この場合において、当該納付に係る領収書は、発行

しない。

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～２４の５ 省略 １～２４の５ 省略

２５ 削除 ２５ 道路交通法第４９条第１項の

パーキング・メーターの作動

パーキング・メー

ター作動手数料

１回につ

き２００円

２６～２６の８ 省略 ２６～２６の８ 省略

２７ 道路交通法第７７条第１項の

規定に基づく道路使用の許可

の申請に対する審査

道路使用許可手数

料

２，３００円 ２７ 道路交通法第７７条第１項の

規定に基づく道路使用の許可

の申請に対する審査

道路使用許可手数

料

２，１００円

２８～６４ 省略 ２８～６４ 省略

備考 省略 備考 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

事 務 市 町 事 務 市 町

１～２６の４ 省略 １～２６の４ 省略

２６の５ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号。

以下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

各町 ２６の５ ガス事業法（昭和２９年法律第５１号。

以下この項において「法」という。）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

上島町、久万

高原町、内子

町、伊方町、

松野町、鬼北

町及び愛南町

２７～３３ 省略 ２７～３３ 省略
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３４ 水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事

務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

�の２ 法第３４条第１項において準用する

法第２４条の３第２項の規定に基づく専用

水道に係る業務の委託の届出の受理に関

する事務

�～� 省略

各町 ３４ 水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下こ

の項において「法」という。）に基づく事

務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

�～� 省略

各市町（保健

所を設置する

市を除く。）

３５～３７ 省略 ３５～３７ 省略

３７の２ 工場立地法（昭和３４年法律第２４号。

以下この項において「法」という。）及び

工場立地の調査等に関する法律の一部を改

正する法律（昭和４８年法律第１０８号）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

上島町、松前

町、内子町、

松野町及び鬼

北町

３７の２ 工場立地法（昭和３４年法律第２４号。

以下この項において「法」という。）及び

工場立地の調査等に関する法律の一部を改

正する法律（昭和４８年法律第１０８号）に基

づく事務のうち、次に掲げるもの

�～� 省略

上島町

、内子町、

松野町及び鬼

北町

３８・３９ 省略 ３８・３９ 省略

４０ 薬事法（昭和３５年法律第１４５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の施

行のための規則に基づく事務のうち、次に

掲げるもの

� 省略

� 省略

� 省略

保健所を設置

する市

４０ 薬事法（昭和３５年法律第１４５号。以下こ

の項において「法」という。）及び法の施

行のための規則に基づく事務のうち、次に

掲げるもの

� 法第４条第１項の規定に基づく薬局開

設の許可に関する事務

� 法第４条第２項の規定に基づく薬局開

設の許可の更新に関する事務

� 法第７条第３項ただし書の規定に基づ

く薬局の管理者の薬局以外の場所で薬事

に関する実務に従事する場合の許可に関

する事務

�の２ 省略

�の３ 省略

�の４ 省略

� 法第１０条の規定に基づく薬局の廃止等

の届出の受理に関する事務

� 法第１２条第１項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売業の許可に関す

る事務

� 法第１２条第２項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売業の許可の更新

に関する事務

� 法第１３条第１項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造業の許可に関する事

務

	 法第１３条第３項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造業の許可の更新に関

する事務


 法第１４条第１項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売の承認に関する

事務

� 法第１４条第９項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売の承認事項の変

更の承認に関する事務

保健所を設置

する市
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� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 法第６９条第２項の規定に基づく

医療機器の販売業者及び賃貸

業者に対する報告の徴収及び立入検査

に関する事務

� 法第６９条第３項の規定に基づく薬局開

設者に対する報告の徴収及び立入検査に

関する事務

� 法第７０条第１項の規定に基づく

医療機器の販売業

者及び賃貸業者に対する廃棄等の措置命

令に関する事務

� 法第１４条第１０項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売の承認事項の軽

微な変更の届出の受理に関する事務

	 法第１４条の８第３項の規定に基づく薬

局製造販売医薬品の製造販売の承認の承

継の届出の受理に関する事務


 法第１４条の９の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売の届出の受理に関

する事務

� 法第１７条第４項において準用する法第

７条第３項ただし書の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造管理者の製造所以

外の場所で薬事に関する実務に従事する

場合の許可に関する事務

� 法第１９条第１項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売業の廃止等の届

出の受理に関する事務


 法第１９条第２項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造業の製造所の廃止等

の届出の受理に関する事務

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 法第６９条第１項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売業者及び製造業

者に対する報告の徴収及び立入検査に関

する事務

� 法第６９条第２項の規定に基づく薬局開

設者並びに医療機器の販売業者及び賃貸

業者に対する報告の徴収及び立入検査

（法第８条の２第１項及び第２項の規定

並びに法第７２条の３に基づく命令を遵守

しているかどうかを確かめるために行う

ものを除く。）に関する事務

� 法第７０条第１項の規定に基づく薬局開

設者、薬局製造販売医薬品の製造販売業

者及び製造業者並びに医療機器の販売業

者及び賃貸業者に対する廃棄等の措置命

令に関する事務

� 法第７１条の規定に基づく薬局製造販売

医薬品の製造販売業者に対する検査命令

に関する事務

� 法第７２条第２項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造販売業者に対する製

造管理又は品質管理の改善命令等に関す

る事務

� 法第７２条第３項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造業者に対する構造設
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� 法第７２条第４項の規定に基づく

医療機器の販売業者及び賃貸

業者に対する構造設備の改善命令等に関

する事務

� 省略

� 法第７２条の４の規定に基づく

医療機器の販売業者

及び賃貸業者に対する業務運営改善等の

措置命令に関する事務

� 法第７３条の規定に基づく

高度管理医療機器等の販売業及び賃

貸業の管理者等の変更命令に関する事務

� 法第７５条第１項の規定に基づく

医療機器の販売業及び賃

貸業の許可の取消し等に関する事務

� 法第７６条の規定に基づく

高度管理医療機器等の販売業及

び賃貸業の許可の更新を拒否する場合の

弁明等の機会の付与に関する事務

備の改善命令等に関する事務

� 法第７２条第４項の規定に基づく薬局開

設者並びに医療機器の販売業者及び賃貸

業者に対する構造設備の改善命令等に関

する事務

� 法第７２条の２第１項の規定に基づく薬

局開設者に対する業務の体制の整備命令

に関する事務

�の２ 省略

	 法第７２条の４の規定に基づく薬局開設

者、薬局製造販売医薬品の製造販売業者

及び製造業者並びに医療機器の販売業者

及び賃貸業者に対する業務運営改善等の

措置命令に関する事務


 法第７３条の規定に基づく薬局、薬局製

造販売医薬品の製造販売業及び製造業並

びに高度管理医療機器等の販売業及び賃

貸業の管理者等の変更命令に関する事務

� 法第７４条の２第１項の規定に基づく薬

局製造販売医薬品の製造販売の承認の取

消し等に関する事務

� 法第７４条の２第２項の規定に基づく薬

局製造販売医薬品の製造販売の承認事項

の変更命令に関する事務


 法第７４条の２第３項の規定に基づく薬

局製造販売医薬品の製造販売の承認の取

消し及び変更命令に関する事務

� 法第７５条第１項の規定に基づく薬局開

設、薬局製造販売医薬品の製造販売業及

び製造業並びに医療機器の販売業及び賃

貸業の許可の取消し等に関する事務

� 法第７６条の規定に基づく薬局開設、薬

局製造販売医薬品の製造販売業及び製造

業並びに高度管理医療機器等の販売業及

び賃貸業の許可の更新を拒否する場合の

弁明等の機会の付与に関する事務

� 法第７７条の４の３の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の回収の報告の受理に関

する事務

� 薬事法施行令（昭和３６年政令第１１号。

以下この項において「政令」という。）

第２条の規定に基づく取扱処方せん数の

届出の受理に関する事務

� 政令第４条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造販売業の許可証の

交付に関する事務

� 政令第５条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造販売業の許可証の

書換え交付に関する事務

� 政令第６条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造販売業の許可証の

再交付に関する事務

� 政令第７条第１項の規定に基づく薬局
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� 薬事法施行令（昭和３６年政令第１１号。

以下この項において「政令」という。）

第４４条の規定に基づく 高

度管理医療機器等の販売業及び賃貸業の

許可証の交付に関する事務

� 政令第４５条第１項の規定に基づく

高度管理医療機器等の販売業

及び賃貸業の許可証の書換え交付に関す

る事務

� 政令第４６条第１項の規定に基づく

高度管理医療機器等の販売業

及び賃貸業の許可証の再交付に関する事

務

� 政令第４６条第３項及び第４７条の規定に

基づく 高度管理医療機器

等の販売業及び賃貸業の許可証の返納の

受理に関する事務

� 政令第４８条の規定に基づく

高度管理医療機器等の販売業及び賃

貸業の許可台帳の備付けに関する事務

製造販売医薬品の製造販売業の許可証の

返納の受理に関する事務

� 政令第８条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造販売業の許可台帳

の備付けに関する事務

� 政令第１１条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造業の許可証の交付

に関する事務

� 政令第１２条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造業の許可証の書換

え交付に関する事務

	 政令第１３条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造業の許可証の再交

付に関する事務


 政令第１４条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造業の許可証の返納

の受理に関する事務

� 政令第１５条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造業の許可台帳の備

付けに関する事務

� 政令第１９条第１項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の承認台帳の備付けに関

する事務


 政令

第４４条の規定に基づく薬局開設並びに高

度管理医療機器等の販売業及び賃貸業の

許可証の交付に関する事務

� 政令第４５条第１項の規定に基づく薬局

開設並びに高度管理医療機器等の販売業

及び賃貸業の許可証の書換え交付に関す

る事務

� 政令第４６条第１項の規定に基づく薬局

開設並びに高度管理医療機器等の販売業

及び賃貸業の許可証の再交付に関する事

務

� 政令第４６条第３項及び第４７条の規定に

基づく薬局開設並びに高度管理医療機器

等の販売業及び賃貸業の許可証の返納の

受理に関する事務

� 政令第４８条の規定に基づく薬局開設並

びに高度管理医療機器等の販売業及び賃

貸業の許可台帳の備付けに関する事務

� 薬事法施行規則（昭和３６年厚生省令第

１号。以下この項において「省令」とい

う。）第１条第３項の規定に基づく薬局

開設の許可申請の添付書類の特例の認定

に関する事務

�の２ 省令第１５条の４第２項の規定に基

づく薬局開設者の郵便等販売の届出の受

理に関する事務

� 省令第１６条第４項の規定に基づく薬局

開設の変更の届出の添付書類の特例の認
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� 薬事法施行規則（昭和３６年厚生省令第

１号。以下この項において「省令」とい

う。）第１６０条第３項の規定に基づく高

度管理医療機器等の販売業及び賃貸業の

許可申請の添付書類の特例の認定に関す

る事務

� 省略

� 省略

定に関する事務

� 省令第１９条第３項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造販売業の許可申請

の添付書類の特例の認定に関する事務

� 省令第２５条第３項の規定に基づく薬局

製造販売医薬品の製造業の許可申請の添

付書類の特例の認定に関する事務

� 省令第９９条第３項において準用する省

令第１６条第４項の規定に基づく薬局製造

販売医薬品の製造販売業の変更の届出の

添付書類の特例の認定に関する事務

� 省令第１００条第３項において準用する

省令第１６条第４項の規定に基づく薬局製

造販売医薬品の製造業の変更の届出の添

付書類の特例の認定に関する事務

� 省令

第１６０条第３項の規定に基づく高

度管理医療機器等の販売業及び賃貸業の

許可申請の添付書類の特例の認定に関す

る事務

	 省略


 削除

� 省略

４０の２～４９ 省略 ４０の２～４９ 省略

４９の２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（以下この項におい

て「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～
 省略

各町 ４９の２ 液化石油ガスの保安の確保及び取引

の適正化に関する法律（以下この項におい

て「法」という。）に基づく事務のうち、

次に掲げるもの

�～
 省略

上島町、久万

高原町、内子

町、伊方町、

松野町、鬼北

町及び愛南町

５０～５５の２ 省略 ５０～５５の２ 省略

５６ 消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第

３１号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）に基づく事務のうち、次に掲げるも

の

�・� 省略

� 政令第１４条第１項の規定に基づく法第

４２条第１項に規定する特定製品又は特定

保守製品の提出命令に関する事務


 省略

各町 ５６ 消費生活用製品安全法（昭和４８年法律第

３１号。以 下 こ の 項 に お い て「法」と い

う。）に基づく事務のうち、次に掲げるも

の（特定製品の販売の事業を行う者に関す

るものに限る。）

�・� 省略

� 政令第１４条第１項の規定に基づく法第

４２条第１項に規定する特定製品

の提出命令に関する事務


 省略

各町

５６の２ 削除 ５６の２ 消費生活用製品安全法（以下この項

において「法」という。）に基づく事務の

うち、次に掲げるもの（特定保守製品取引

事業者に関するものに限る。）

� 消費生活用製品安全法施行令（以下こ

の項において「政令」という。）第１４条

第１項の規定に基づく法第４０条第１項に

規定する報告の徴収に関する事務

� 政令第１４条第１項の規定に基づく法第

４１条第１項に規定する立入検査に関する

事務

上島町、久万

高原町、内子

町、伊方町、

松野町、鬼北

町及び愛南町
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附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第６号
愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

第１条 愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第２条 愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

� 政令第１４条第１項の規定に基づく法第

４２条第１項に規定する特定保守製品の提

出命令に関する事務

� 政令第１４条第２項の規定に基づく報告

に関する事務

５６の３～６２ 省略 ５６の３～６２ 省略

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が５０人未満である法人（知事が定

めるものに限る。）であって平成２５年４月１日から平成２８年３月

３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が平成２４年４

月１日から平成２５年３月３１日までの間に開始する最後の事業年度

（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業年

度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超える

ものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県税

賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」と

いう。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これら

の規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金額

とする。

２・３ 省略

４ 第１項の常時雇用する労働者の数の算定に当たっては、障害者

の雇用の促進等に関する法律第４３条第３項に規定する短時間労働

者は、その１人をもって、０．５人の労働者に相当するものとみな

す。

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が５５人以下である法人（知事が定

めるものに限る。）であって平成２２年４月１日から平成２５年３月

３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が平成２１年４

月１日から平成２２年３月３１日までの間に開始する最後の事業年度

（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業年

度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超える

ものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県税

賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」と

いう。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これら

の規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金額

とする。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第３条 省略

２ 常時雇用する労働者の数が５０人未満である個人（知事が定める

ものに限る。）であって平成２６年１月１日から平成２８年１２月３１日

までの各年の雇用障害者数が平成２５年１月１日から同年１２月３１日

までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数（基準年

を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を超えるも

のに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第１８条の４

の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を乗じて得

た率で算定した金額とする。

（事業税の不均一課税）

第３条 省略

２ 常時雇用する労働者の数が５５人以下である個人（知事が定める

ものに限る。）であって平成２３年１月１日から平成２５年１２月３１日

までの各年の雇用障害者数が平成２２年１月１日から同年１２月３１日

までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数（基準年

を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を超えるも

のに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第１８条の４

の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を乗じて得

た率で算定した金額とする。

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１

１６



��������������

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定及び附則第３項の規定は、平成２６年１月１日から施行する。

（経過措置）

２ 第１条の規定による改正前の愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例第３条第１項に規定する要件に該当する法人

に対する平成２５年４月１日前に開始した事業年度に係る法人の事業税の不均一課税については、なお従前の例による。

３ 第２条の規定による改正前の愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例第３条第２項に規定する要件に該当する個人

に対する平成２６年度分までの個人の事業税の不均一課税については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第７号
愛媛県資源循環促進税条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県資源循環促進税条例の一部を改正する条例

愛媛県資源循環促進税条例（平成１８年愛媛県条例第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

３ 省略

４ 第１項及び第２項の常時雇用する労働者の数の算定に当たって

は、障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第３項に規定する

短時間労働者は、その１人をもって、０．５人の労働者に相当する

ものとみなす。

３ 省略

４ 第１項 の常時雇用する労働者の数の算定に当たって

は、障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第３項に規定する

短時間労働者は、その１人をもって、０．５人の労働者に相当する

ものとみなす。

改 正 後 改 正 前

（税率）

第６条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、事業者（最終処分業者を除く。次項

及び第１４条の２において同じ。）がその排出した産業廃棄物（他

人から委託を受けて行った産業廃棄物の処分により発生した中間

処理産業廃棄物を除く。次項において同じ。）を自ら設置する最

終処分場において埋立処分するための当該最終処分場への搬入に

対して課する資源循環促進税の税率は、１トンにつき５００円とす

る。

３ 前２項の規定にかかわらず、事業者がその排出した産業廃棄物

を当該事業者がその設置に要する費用の一部を負担した最終処分

場（前項に規定する最終処分場を除く。）において埋立処分する

ための当該最終処分場への搬入に対して課する資源循環促進税の

税率は、１トンにつき７５０円とする。

４ 前項の規定は、同項の搬入をした日の属する年度（４月１日か

ら翌年の３月３１日までをいう。以下同じ。）の前年度の２月末日

において、当該事業者が同日までに負担した同項に規定する最終

処分場の設置に要する費用の額の合計額が、当該事業者がその排

出した産業廃棄物を当該最終処分場において埋立処分するための

当該最終処分場への搬入に対して同日までに課された資源循環促

進税の額の合計額を超える場合に限り適用する。

（徴収の方法）

第８条 資源循環促進税の徴収については、特別徴収の方法によ

る。ただし、事業者がその排出した産業廃棄物を第６条第２項に

規定する最終処分場又は当該事業者が同条第３項の規定の適用を

受ける場合の同項に規定する最終処分場において埋立処分するた

めのこれらの最終処分場への搬入に対して課する資源循環促進税

の徴収については、申告納付の方法による。

（最終処分場への産業廃棄物の搬入開始の届出）

（税率）

第６条 省略

２ 前項の規定にかかわらず、事業者（最終処分業者を除く。

）がその排出した産業廃棄物（他

人から委託を受けて行った産業廃棄物の処分により発生した中間

処理産業廃棄物を除く。 ）を自ら設置する最

終処分場において埋立処分するための当該最終処分場への搬入に

対して課する資源循環促進税の税率は、１トンにつき５００円とす

る。

（徴収の方法）

第８条 資源循環促進税の徴収については、特別徴収の方法によ

る。ただし、事業者がその排出した産業廃棄物を自ら設置する

最終処分場において埋立処分するた

めの当該 最終処分場への搬入に対して課する資源循環促進税

の徴収については、申告納付の方法による。

（最終処分場への産業廃棄物の搬入開始の届出）
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附 則

（施行期日等）

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、附則第４項の規定は、公布の日から施行する。

２ 改正後の愛媛県資源循環促進税条例（以下「新条例」という。）の規定は、この条例の施行の日以後に行われる最終処分場への産業廃

棄物の搬入に係る資源循環促進税について適用し、同日前に行われた最終処分場への産業廃棄物の搬入に係る資源循環促進税については、

なお従前の例による。

（経過措置）

３ 平成２５年４月２０日までに新条例第６条第３項の搬入を開始しようとする事業者に係る新条例第１４条の２の規定の適用については、同条

中「当該年度ごとに、同項の搬入を開始しようとする日の１０日前までに」とあるのは、「愛媛県資源循環促進税条例の一部を改正する条

例（平成２５年愛媛県条例第７号）の施行の日から１０日以内に」とする。

（施行前の準備）

４ 新条例第１４条の２の規定による申請は、この条例の施行前においても行うことができる。

（検討）

５ 知事は、この条例の施行後５年を目途として、資源循環促進税による産業廃棄物の排出の抑制及び減量化並びに資源の循環的な利用そ

の他産業廃棄物の適正な処理の確保の促進の状況その他新条例の施行状況を調査するとともに、社会経済情勢の推移等を勘案しつつ、新

条例の規定について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

�愛媛県条例第８号
愛媛県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県消費者行政活性化基金条例の一部を改正する条例

愛媛県消費者行政活性化基金条例（平成２１年愛媛県条例第１４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

第１４条 事業者は、その排出した産業廃棄物を自ら設置する最終処

分場において埋立処分しようとするときは、当該最終処分場への

搬入を開始しようとする日の５日前までに、次に掲げる事項を記

載した規則で定める届出書を知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 最終処分場への産業廃棄物の搬入を開始しようとする日

� 省略

２ 省略

（設置費用を負担した最終処分場への産業廃棄物の搬入開始前の

申請）

第１４条の２ 事業者は、第６条第３項の規定の適用を受けようとす

るときは、当該年度ごとに、同項の搬入を開始しようとする日の

１０日前までに、次に掲げる事項を記載した規則で定める申請書に

その者が同条第４項の場合に該当する事実を証する書類を添付し

て知事に提出しなければならない。

� 事業者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その

代表者の氏名

� 第６条第３項に規定する最終処分場の名称及び所在地

� 第６条第３項の搬入を開始しようとする日

� 第６条第４項の費用の額の合計額及び資源循環促進税の額の

合計額

� その他知事が必要と認める事項

第１４条 事業者は、その排出した産業廃棄物を自ら設置する最終処

分場において埋立処分しようとするときは、当該最終処分場への

搬入を開始しようとする日の５日前までに、次に掲げる事項を記

載した規則で定める届出書を知事に提出しなければならない。

�～� 省略

� 最終処分場への産業廃棄物の搬入を開始しようとする日及び

特別徴収義務者としての指定を受けた日

� 省略

２ 省略

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

附 則

２ この条例は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第９号
愛媛県自転車の安全な利用の促進に関する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県自転車の安全な利用の促進に関する条例

（目的）

第１条 この条例は、自転車の安全な利用の促進に関し、県、県民、自転車を利用する者、自動車等の運転者、事業者及び関係団体の責務

を明らかにするとともに、県の施策の基本となる事項を定めることにより、自転車の安全な利用の促進に関する施策を総合的に推進し、

もって自転車を安全かつ快適に利用するための意識の啓発及び環境の整備並びに自転車が関係する交通事故の防止を図り、併せて本県の

自転車文化の振興に寄与することを目的とする。

（定義）

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

� 自転車 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）第２条第１項第１１号の２に規定する自転車をいう。

� 車両 法第２条第１項第８号に規定する車両をいう。

� 自動車等 法第２条第１項第９号に規定する自動車及び同項第１０号に規定する原動機付自転車をいう。

� 道路 法第２条第１項第１号に規定する道路をいう。

� 歩道 法第２条第１項第２号に規定する歩道をいう。

� 路側帯 法第２条第１項第３号の４に規定する路側帯をいう。

� 関係団体 交通安全に関する活動を行うことを主な目的として組織された団体及び自転車の安全な利用の促進に関する活動を行う団

体をいう。

� レンタサイクル業者 観光、通勤、通学等のために自転車を利用しようとする者に対し、自転車を有償で貸し渡すことを業とする者

をいう。

（県の責務）

第３条 県は、国、市町、事業者及び関係団体との相互の連携及び協力の下に、自転車の安全な利用の促進に関する総合的な施策を策定し、

及び実施する責務を有する。

２ 県は、自転車の安全な利用の促進を図る上で市町が果たす役割の重要性に鑑み、市町が行う自転車の安全な利用の促進に関する施策に

関し、助言その他の必要な支援を行うものとする。

（県民の責務）

第４条 県民は、自転車の安全な利用について理解を深め、歩行者、自転車及び自動車等が共に道路を安全に通行することができる環境が

形成されるようにそれぞれの立場で努めなければならない。

２ 県民は、県が実施する自転車の安全な利用の促進に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（自転車利用者の責務）

第５条 自転車を利用する者は、車両の運転者としての責任を自覚し、道路の交通に関する法令を遵守しなければならない。

２ 自転車を利用する者は、自転車が関係する交通事故の防止に関する知識の習得及び自転車が関係する交通事故により生じた損害を賠償

するための保険又は共済（以下「自転車損害保険等」という。）への加入に努めなければならない。

３ 自転車を利用する者は、その利用する自転車の定期的な点検及び整備並びに反射材の装着その他の交通事故を防止するための対策に努

めなければならない。

４ 前３項に規定するもののほか、自転車を利用する者は、次に掲げる事項を励行すること等により自転車の安全な利用に努めなければな

らない。

� 道路において自転車に乗車するときは、乗車用ヘルメットを着用すること。

� 自転車に乗車して歩道又は路側帯を通行するときは、車道の左側に設置されている歩道又は路側帯を通行すること。

� 歩行者が頻繁に通行する歩道においては、自転車を押して歩くこと。

（自動車等運転者の責務）

第６条 自動車等の運転者は、自転車が車両であることを認識し、歩行者、自転車及び自動車等が共に道路を安全に通行することができる

ように配慮するよう努めなければならない。

２ 自動車等の運転者は、自転車の側方を通過するときは、これとの間に安全な間隔を保ち、又は徐行するよう努めなければならない。

係る精算については、この条例の規定は、同年１２月３１日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

係る精算については、この条例の規定は、同年１２月３１日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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（事業者の責務）

第７条 事業者は、自転車を利用して通勤する従業員及びその事業活動において自転車を利用する従業員に対し、自転車の安全な利用に関

する啓発及び指導を行うよう努めなければならない。

２ 事業者は、自転車の安全な利用について理解を深め、自転車の安全な利用の促進に関する取組を自主的かつ積極的に行うよう努めなけ

ればならない。

３ 事業者は、県が実施する自転車の安全な利用の促進に関する施策に協力するよう努めなければならない。

（関係団体の責務）

第８条 関係団体は、自転車の安全な利用の気運を醸成するための広報活動、啓発活動その他の取組を自主的かつ積極的に行うよう努めな

ければならない。

（県民に対する自転車交通安全教育）

第９条 県は、県民に対し、自転車の安全な利用に関する教育（以下「自転車交通安全教育」という。）を行うものとする。

２ 県は、自動車等の運転免許を受けた者に対して自転車交通安全教育を行うときは、講習その他の学習の機会を利用して行うものとする。

（学校等における自転車交通安全教育）

第１０条 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学校（大学を除く。）を設置し、又は管理する者は、在学する幼児、児童、

生徒又は学生に対し、その発達の段階に応じた自転車交通安全教育を行うよう努めなければならない。

２ 大学、学校教育法第１２４条に規定する専修学校又は同法第１３４条第１項に規定する各種学校を設置し、又は管理する者は、在学する生徒

又は学生に対し、自転車交通安全教育を行うよう努めなければならない。

（家庭における自転車交通安全教育等）

第１１条 幼児、児童又は生徒を保護する責任のある者（以下「保護者」という。）は、その保護する幼児、児童又は生徒に対し、自転車交

通安全教育を行うよう努めなければならない。

２ 保護者は、その保護する幼児、児童又は生徒が自転車に乗車するときは、乗車用ヘルメットを着用させるよう努めなければならない。

３ 高齢者の家族は、当該高齢者に対し、乗車用ヘルメットの着用その他の交通安全対策について助言をするよう努めなければならない。

（広報、啓発等）

第１２条 県は、自転車の安全な利用の促進について、県民、自転車を利用する者及び事業者の理解と協力を得られるよう広報活動及び啓発

活動を行うものとする。

２ 県は、自転車を利用する者の自転車損害保険等への加入を促進するため、情報の提供その他の必要な措置を講ずるものとする。

（自転車小売業者の情報の提供等）

第１３条 自転車の小売を業とする者は、自転車の購入又は点検若しくは修理をしようとする者に対し、自転車の点検及び整備の必要性に関

する情報その他の自転車の安全な利用に関する情報の提供及び助言をするよう努めなければならない。

（レンタサイクル業者の情報の提供等）

第１４条 レンタサイクル業者は、自転車を貸し渡すときは、当該自転車を利用しようとする者に対し、自転車の安全な利用に関し必要な情

報の提供及び助言をするよう努めなければならない。

２ レンタサイクル業者は、スポーツ用その他の特別の用途に供する自転車を貸し渡すときは、当該自転車を利用しようとする者に対し、

乗車用ヘルメットの貸渡し及びその着用についての助言をするよう努めなければならない。

３ レンタサイクル業者は、貸渡用の自転車の点検及び整備に努めなければならない。

（自転車安全利用の日）

第１５条 県民の間に広く自転車の安全な利用についての関心と理解を深めるため、自転車安全利用の日を設ける。

２ 自転車安全利用の日は、毎月１０日とする。

３ 自転車安全利用の日においては、県は、その趣旨にふさわしい広報活動及び啓発活動を行うものとする。

（道路環境の整備）

第１６条 県は、自転車の安全な利用の促進を図るため、歩行者、自転車及び自動車等が共に安全に通行することができる道路の環境の整備

に努めるものとする。

（財政上の措置）

第１７条 県は、自転車の安全な利用の促進に関する施策を実施するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるものとする。

附 則

この条例は、平成２５年７月１日から施行する。

�愛媛県条例第１０号
愛媛県専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県専用水道の水道技術管理者の資格を定める条例

水道法（昭和３２年法律第１７７号）第３４条第１項において準用する同法第１９条第３項の条例で定める資格は、次の各号のいずれかに該当す

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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る者であることとする。

� 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。以下同じ。）の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工

学又は水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、１年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

� 学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学科目を修めて卒業

した後、１年６箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

� 学校教育法による短期大学又は高等専門学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、２年６箇月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

� 学校教育法による高等学校又は中等教育学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、３年６箇月以上水道に関す

る技術上の実務に従事した経験を有する者

� 第１号、第３号又は前号に規定する学校において土木工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに相

当する学科目を修めて卒業した後、第１号に規定する学校を卒業した者にあっては２年以上、第３号に規定する学校を卒業した者にあっ

ては３年以上、前号に規定する学校を卒業した者にあっては４年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

� 第１号、第３号又は第４号に規定する学校において工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科目又はこれらに相当する学科目

以外の学科目を修めて卒業した後、第１号に規定する学校を卒業した者にあっては２年６箇月以上、第３号に規定する学校を卒業した者

にあっては３年６箇月以上、第４号に規定する学校を卒業した者にあっては４年６箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を

有する者

� 外国の学校において前各号に規定する学科目又は課程に相当する学科目又は課程をそれぞれ当該各号に規定する学校において修得する

程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する年月数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

� 第１号又は第２号の規定による卒業をした者であって、学校教育法による大学院の研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工学

に関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を修了した後、第１号の規定による卒業

をした者にあっては６箇月以上、第２号の規定による卒業をした者にあっては１年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有す

るもの

	 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の第二次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択科目として上水道及び工業用水道

又は水道環境を選択した者に限る。）であって、６箇月以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有するもの


 ５年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者

� 水道法施行規則（昭和３２年厚生省令第４５号）第１４条第３号に規定する登録講習の課程を修了した者

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１１号
愛媛県新型インフルエンザ等対策本部条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県新型インフルエンザ等対策本部条例

（趣旨）

第１条 この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「法」という。）第２６条の規定に基づき、愛媛県

新型インフルエンザ等対策本部（以下「対策本部」という。）に関し必要な事項を定めるものとする。

（組織）

第２条 愛媛県新型インフルエンザ等対策本部長（以下「本部長」という。）は、対策本部の事務を総括する。

２ 愛媛県新型インフルエンザ等対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を補佐し、対策本部の事務を整理する。

３ 愛媛県新型インフルエンザ等対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、対策本部の事務に従事する。

４ 対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。

５ 前項の職員は、県職員のうちから、知事が任命する。

（会議）

第３条 本部長は、対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応じ、対策本部の会議（以下「会議」という。）を

招集する。

２ 本部長は、法第２３条第４項の規定に基づき、国の職員その他県職員以外の者を会議に出席させたときは、その者に対し、意見を求める

ことができる。

（部）

第４条 本部長は、必要と認めるときは、対策本部に部を置くことができる。

２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。

３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。

４ 部長は、部の事務を掌理する。

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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（雑則）

第５条 前各条に定めるもののほか、対策本部に関し必要な事項は、本部長が定める。

附 則

この条例は、法の施行の日から施行する。

�愛媛県条例第１２号
愛媛県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

愛媛県社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金条例（平成２１年愛媛県条例第４８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１３号
愛媛県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地域自殺対策緊急強化基金条例の一部を改正する条例

愛媛県地域自殺対策緊急強化基金条例（平成２１年愛媛県条例第４１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１４号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例等の一部を改正する条例

（愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正）

第１条 愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年愛媛県条例第２６号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

附 則

２ この条例は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年６月３０日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年１２月３１日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

附 則

２ この条例は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただ

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年１２月３１日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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（愛媛県視聴覚福祉センター管理条例の一部改正）

第２条 愛媛県視聴覚福祉センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（障害者自立支援法施行条例の一部改正）

第３条 障害者自立支援法施行条例（平成１８年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（介護補償）

第１０条の２ 傷病補償年金又は障害補償年金を受ける権利を有する

者が、当該傷病補償年金又は障害補償年金を支給すべき事由とな

つた障害であつて規則で定める程度のものにより、常時又は随時

介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている

場合においては、介護補償として、当該介護を受けている期間、

常時又は随時介護を受ける場合に通常要する費用を考慮して知事

が定める金額を支給する。ただし、次に掲げる場合には、その入

院し、又は入所している期間については、介護補償は、行わな

い。

� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第１１項に規定する障害者支

援施設（次号において「障害者支援施設」という。）に入所し

ている場合（同条第７項に規定する生活介護（次号において

「生活介護」という。）を受けている場合に限る。）

� 省略

（介護補償）

第１０条の２ 傷病補償年金又は障害補償年金を受ける権利を有する

者が、当該傷病補償年金又は障害補償年金を支給すべき事由とな

つた障害であつて規則で定める程度のものにより、常時又は随時

介護を要する状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受けている

場合においては、介護補償として、当該介護を受けている期間、

常時又は随時介護を受ける場合に通常要する費用を考慮して知事

が定める金額を支給する。ただし、次に掲げる場合には、その入

院し、又は入所している期間については、介護補償は、行わな

い。

� 省略

� 障害者自立支援法

（平成１７年法律第１２３号）第５条第１２項に規定する障害者支

援施設（次号において「障害者支援施設」という。）に入所し

ている場合（同条第７項に規定する生活介護（次号において

「生活介護」という。）を受けている場合に限る。）

� 省略

改 正 後 改 正 前

（利用料金の額）

第１４条 省略

２ 前項に定めるもののほか、視覚障害者が生活訓練を受ける場合

の利用料金の額は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項に規定

する特定費用の額及び同条第３項第１号に規定する厚生労働大臣

が定める基準の例により算定した費用の額の１００分の１０に相当す

る額の合計額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

３・４ 省略

（利用料金の額）

第１４条 省略

２ 前項に定めるもののほか、視覚障害者が生活訓練を受ける場合

の利用料金の額は、障害者自立支援法

（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項に規定

する特定費用の額及び同条第３項第１号に規定する厚生労働大臣

が定める基準の例により算定した費用の額の１００分の１０に相当す

る額の合計額の範囲内で指定管理者が定める額とする。

３・４ 省略

改 正 後 改 正 前

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第９８条第１項及び第２項、第１０４条並びに第１１５条第１項及

び第２項並びに障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律施行令（平成１８年政令第１０号。以下「政令」とい

う。）第５０条並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の１７の２第１項の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。

（市町が処理する事務）

第７条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に

障害者自立支援法施行条例

（趣旨）

第１条 この条例は、障害者自立支援法

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第９８条第１項及び第２項、第１０４条並びに第１１５条第１項及

び第２項並びに障害者自立支援法施行令

（平成１８年政令第１０号。以 下「政 令」と い

う。）第５０条並びに地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条

の１７の２第１項の規定に基づき、法の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。

（市町が処理する事務）

第７条 地方自治法第２５２条の１７の２第１項の規定に基づき、次に
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（愛媛県障害者自立支援対策臨時特例基金条例の一部改正）

第４条 愛媛県障害者自立支援対策臨時特例基金条例（平成１９年愛媛県条例第２０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例の一部改正）

第５条 愛媛県立子ども療育センター使用料及び手数料条例（平成１９年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（児童福祉法施行条例の一部改正）

第６条 児童福祉法施行条例（平成２４年愛媛県条例第２３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

掲げる事務（法の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、

市町が処理することとする。

�～� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第４８条第３項の規

定に基づく医療受給者証の返還の受付及び当該医療受給者証の

知事への送付に関する事務

� 省略

掲げる事務（法の施行のための規則に基づく事務を含む。）は、

市町が処理することとする。

�～� 省略

� 障害者自立支援法施行規則

（平成１８年厚生労働省令第１９号）第４８条第３項の規

定に基づく医療受給者証の返還の受付及び当該医療受給者証の

知事への送付に関する事務

� 省略

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律（平成１７年法律第１２３号）に基づく制度の円滑な運用並びに

福祉及び介護に係る人材の確保を図るために臨時又は緊急に必要

な事業に要する経費の財源に充てるため、障害者自立支援対策臨

時特例基金（以下「基金」という。）を設置する。

（設置）

第１条 障害者自立支援法

（平成１７年法律第１２３号）に基づく制度の円滑な運用並びに

福祉及び介護に係る人材の確保を図るために臨時又は緊急に必要

な事業に要する経費の財源に充てるため、障害者自立支援対策臨

時特例基金（以下「基金」という。）を設置する。

改 正 後 改 正 前

（使用料及び手数料の額）

第２条 前条第１項に規定する使用料（以下「使用料」という。）

の額は、次の各号に掲げる使用の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。

�・� 省略

� 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律（平成１７年法律第１２３号）第５条第６項に規定する療養介護

（以下「療養介護」という。）、同条第７項に規定する生活介

護（以下「生活介護」という。）及び同条第８項に規定する短

期入所（以下「短期入所」という。） 同法第２９条第３項第１

号の規定により算定した費用の額と同条第１項に規定する特定

費用の額との合計額

� 省略

２・３ 省略

（使用料及び手数料の額）

第２条 前条第１項に規定する使用料（以下「使用料」という。）

の額は、次の各号に掲げる使用の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。

�・� 省略

� 障害者自立支援法

（平成１７年法律第１２３号）第５条第６項に規定する療養介護

（以下「療養介護」という。）、同条第７項に規定する生活介

護（以下「生活介護」という。）及び同条第８項に規定する短

期入所（以下「短期入所」という。） 同法第２９条第３項第１

号の規定により算定した費用の額と同条第１項に規定する特定

費用の額との合計額

� 省略

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第５６条の５の５第２項において準用する障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７

年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）第９８条第

１項及び第２項並びに第１０４条並びに法第６２条の６並びに児童福

祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第４４条の８の規定に基づき、

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第５６条の５の５第２項において準用する障害者

自立支援法 （平成１７

年法律第１２３号 ）第９８条第

１項及び第２項並びに第１０４条並びに法第６２条の６並びに児童福

祉法施行令（昭和２３年政令第７４号）第４４条の８の規定に基づき、
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附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第１条中愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第

１０条の２第２号の改正規定（「第５条第１２項」を「第５条第１１項」に改める部分に限る。）は、平成２６年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１５号
愛媛県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等の一部を改正する条例

（愛媛県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第１条 愛媛県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

法の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（愛媛県障害児通所給付費等不服審査会の設置）

第２条 法第５６条の５の５第２項において準用する障害者総合支援

法第９８条第１項の規定に基づき、愛媛県障害児通所給付費等不服

審査会（以下「審査会」という。）を置く。

（医師等の報酬）

第５条 法第５６条の５の５第２項において準用する障害者総合支援

法第１０３条第２項の規定により、診断その他の調査（以下「診断

等」という。）をした医師等に対し支給する報酬の額は、診断等

に要した特別の技能の程度並びにこれに要した時間及び費用を考

慮して知事が定める。

法の施行に関し必要な事項を定めるものとする。

（愛媛県障害児通所給付費等不服審査会の設置）

第２条 法第５６条の５の５第２項において準用する障害者自立支援

法第９８条第１項の規定に基づき、愛媛県障害児通所給付費等不服

審査会（以下「審査会」という。）を置く。

（医師等の報酬）

第５条 法第５６条の５の５第２項において準用する障害者自立支援

法第１０３条第２項の規定により、診断その他の調査（以下「診断

等」という。）をした医師等に対し支給する報酬の額は、診断等

に要した特別の技能の程度並びにこれに要した時間及び費用を考

慮して知事が定める。

改 正 後 改 正 前

愛媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する

基準等を定める条例

目次

第１章 省略

第２章 児童発達支援

第１節～第４節 省略

第５節 基準該当通所支援に関する基準（第５６条の２―第５６条

の７）

第３章 省略

第４章 放課後等デイサービス

第１節～第４節 省略

第５節 基準該当通所支援に関する基準（第７３条の２―第７３条

の４）

第５章～第７章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。）第２１条の５の４第１項第２号、第２１条の５の１５

第２項第１号（法第２１条の５の１６第４項において準用する場合を

含む。）並びに第２１条の５の１８第１項及び第２項の規定に基づ

き、指定障害児通所支援事業者の指定等をすることができる者並

びに指定通所支援の事業及び基準該当通所支援の事業の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。

（定員の遵守）

第４０条 指定児童発達支援事業者は、利用定員及び指導訓練室の定

員を超えて、指定児童発達支援の提供を行ってはならない。ただ

愛媛県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例

目次

第１章 省略

第２章 児童発達支援

第１節～第４節 省略

第３章 省略

第４章 放課後等デイサービス

第１節～第４節 省略

第５章～第７章 省略

附則

（趣旨）

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下

「法」という。） 第２１条の５の１５

第２項第１号（法第２１条の５の１６第４項において準用する場合を

含む。）並びに第２１条の５の１８第１項及び第２項の規定に基づ

き、指定障害児通所支援事業者の指定等をすることができる者並

びに指定通所支援の事業 の人員、設

備及び運営に関する基準を定めるものとする。

（定員の遵守）

第４０条 指定児童発達支援事業者は、利用定員及び指導訓練室の定

員を超えて、指定児童発達支援の提供を行ってはならない。ただ
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し、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

第５６条 省略

第５節 基準該当通所支援に関する基準

（従業者の員数）

第５６条の２ 児童発達支援に係る基準該当通所支援（以下「基準該

当児童発達支援」という。）の事業を行う者（以下「基準該当児

童発達支援事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下

「基準該当児童発達支援事業所」という。）に有すべき従業者及

びその員数は、次のとおりとする。

� 指導員又は保育士 基準該当児童発達支援の単位（基準該当

児童発達支援であって、その提供が同時に１又は複数の障害児

に対して一体的に行われるものをいう。以下この号において同

じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じて専ら当該基準該当

児童発達支援の提供に当たる指導員又は保育士の合計数は、ア

又はイに掲げる基準該当児童発達支援の単位の区分に応じ、そ

れぞれア又はイに定める数とすること。

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超

える５又はその端数を増すごとに１を加えた数以上

� 児童発達支援管理責任者 １以上

（設備）

第５６条の３ 基準該当児童発達支援事業所には、指導訓練を行う場

所を確保するとともに、基準該当児童発達支援の提供に必要な設

備及び備品等を備えなければならない。

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所には、訓練に必要な機械器

具等を備えなければならない。

３ 第１項に規定する設備及び備品等は、専ら当該基準該当児童発

達支援の事業の用に供するものでなければならない。ただし、障

害児の支援に支障がない場合は、この限りでない。

（利用定員）

第５６条の４ 基準該当児童発達支援事業所の利用定員は、１０人以上

とする。

（準用）

第５６条の５ 第５条、第８条、第１３条から第２３条まで、第２４条第１

項及び第３項から第５項まで、第２６条第２項、第２７条から第３１条

まで、第３３条、第３５条から第４１条まで、第４３条から第４７条まで、

第４９条から第５２条まで、第５３条第１項並びに第５４条から第５６条ま

での規定は、基準該当児童発達支援の事業について準用する。

（指定生活介護事業所に関する特例）

第５６条の６ 次に掲げる要件を満たす指定生活介護事業者（愛媛県

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準等を定める条例第８０条第１項に規定する指定生活介護事業者を

いう。）が、地域において児童発達支援が提供されていないこと

等により児童発達支援を受けることが困難な障害児に対して指定

生活介護（同条例第７９条に規定する指定生活介護をいう。以下同

じ。）を提供する場合は、当該指定生活介護を基準該当児童発達

支援と、当該指定生活介護を行う指定生活介護事業所（同項に規

定する指定生活介護事業所をいう。以下同じ。）を基準該当児童

発達支援事業所とみなす。この場合において、この節（前条（第

２４条第１項及び第３項から第５項までの規定を準用する部分に限

る。）を除く。）の規定は、当該指定生活介護事業所について

は、適用しない。

し、災害 その他のやむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

第５６条 省略
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� 当該指定生活介護事業所の従業者の員数が、当該指定生活介

護事業所が提供する指定生活介護の利用者の数を指定生活介護

の利用者の数及びこの条の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる指定生活介護を受ける障害児の数の合計数であると

した場合における当該指定生活介護事業所として必要とされる

数以上であること。

� この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定

生活介護を受ける障害児に対し適切なサービスを提供するた

め、障害児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を

受けていること。

（指定通所介護事業所に関する特例）

第５６条の７ 次に掲げる要件を満たす指定通所介護事業者（愛媛県

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例（平成２４年愛媛県条例第６２号）第１００条第１項に規定

する指定通所介護事業者をいう。）が、地域において児童発達支

援が提供されていないこと等により児童発達支援を受けることが

困難な障害児に対して指定通所介護（同条例第９９条に規定する指

定通所介護をいう。以下同じ。）を提供する場合は、当該指定通

所介護を基準該当児童発達支援と、当該指定通所介護を行う指定

通所介護事業所（同項に規定する指定通所介護事業所をいう。以

下同じ。）を基準該当児童発達支援事業所とみなす。この場合に

おいて、この節（第５６条の５（第２４条第１項及び第３項から第５

項までの規定を準用する部分に限る。）を除く。）の規定は、当

該指定通所介護事業所については、適用しない。

� 当該指定通所介護事業所の食堂及び機能訓練室の面積を、指

定通所介護の利用者の数及びこの条の規定により基準該当児童

発達支援とみなされる指定通所介護を受ける障害児の数の合計

数で除して得た面積が３平方メートル以上であること。

� 当該指定通所介護事業所の従業者の員数が、当該指定通所介

護事業所が提供する指定通所介護の利用者の数を指定通所介護

の利用者の数及びこの条の規定により基準該当児童発達支援と

みなされる指定通所介護を受ける障害児の数の合計数であると

した場合における当該指定通所介護事業所として必要とされる

数以上であること。

� この条の規定により基準該当児童発達支援とみなされる指定

通所介護を受ける障害児に対し適切なサービスを提供するた

め、障害児入所施設その他の関係施設から必要な技術的支援を

受けていること。

（準用）

第７３条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、

第３５条から第３７条まで、第３９条から第４１条まで、第４３条

から第４７条まで、第４９条から第５２条まで、第５３条第１項、第５４条

から第５６条まで及び第６５条の規定は、指定放課後等デイサービス

の事業について準用する。この場合において、第１３条第１項中

「第３８条」とあるのは「第７３条において準用する第６５条」と、第

１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項」とあるのは「い

う。第７３条において準用する第６５条第６号」と、第２３条第２項中

「次条」とあるのは「第７２条」と、第２７条第１項及び第２８条中

「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイサービス計画」

と

、第６５条第６号中「実施地域

（当該指定医療型児童発達支援事業所が通常時に指定医療型児童

発達支援を提供する地域をいう。）」とあるのは「実施地域」と

（準用）

第７３条 第１３条から第２３条まで、第２５条から第３１条まで、第３３条、

第３５条から第３７条まで、第３９条から第４１条まで、第４３条、第４５条

から第４７条まで、第４９条から第５２条まで、第５３条第１項、第５４条

から第５６条まで及び第６５条の規定は、指定放課後等デイサービス

の事業について準用する。この場合において、第１３条第１項中

「第３８条」とあるのは「第７３条において準用する第６５条」と、第

１７条中「いう。第３８条第６号及び第５３条第２項」とあるのは「い

う。第７３条において準用する第６５条第６号」と、第２３条第２項中

「次条」とあるのは「第７２条」と、第２７条第１項及び第２８条中

「児童発達支援計画」とあるのは「放課後等デイサービス計画」

と、第４５条中「従業者の勤務の体制、前条の協力医療機関」とあ

るのは「従業者の勤務の体制」と、第６５条第６号中「実施地域

（当該指定医療型児童発達支援事業所が通常時に指定医療型児童

発達支援を提供する地域をいう。）」とあるのは「実施地域」と
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読み替えるものとする。

第５節 基準該当通所支援に関する基準

（従業者の員数）

第７３条の２ 放課後等デイサービスに係る基準該当通所支援（以下

「基準該当放課後等デイサービス」という。）の事業を行う者

（以下「基準該当放課後等デイサービス事業者」という。）が当

該事業を行う事業所（以下「基準該当放課後等デイサービス事業

所」という。）に有すべき従業者及びその員数は、次のとおりと

する。

� 指導員又は保育士 基準該当放課後等デイサービスの単位

（基準該当放課後等デイサービスであって、その提供が同時に

１又は複数の障害児に対して一体的に行われるものをいう。以

下この号において同じ。）ごとにその提供を行う時間帯を通じ

て専ら当該基準該当放課後等デイサービスの提供に当たる指導

員又は保育士の合計数が、ア又はイに掲げる基準該当放課後等

デイサービスの単位の区分に応じ、それぞれア又はイに定める

数とすること。

ア 障害児の数が１０までのもの ２以上

イ 障害児の数が１０を超えるもの ２に、障害児の数が１０を超

える５又はその端数を増すごとに１を加えた数以上

� 児童発達支援管理責任者 １以上

（設備）

第７３条の３ 基準該当放課後等デイサービス事業所には、指導訓練

を行う場所を確保するとともに、基準該当放課後等デイサービス

の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。

２ 前項に規定する指導訓練を行う場所には、訓練に必要な機械器

具等を備えなければならない。

３ 第１項に規定する設備及び備品等は、専ら当該基準該当放課後

等デイサービスの事業の用に供するものでなければならない。た

だし、障害児の支援に支障がない場合は、この限りでない。

（準用）

第７３条の４ 第８条、第１３条から第２３条まで、第２６条第２項、第２７

条から第３１条まで、第３３条、第３５条から第３７条まで、第３９条から

第４１条まで、第４３条から第４７条まで、第４９条から第５２条まで、第

５３条第１項、第５４条から第５６条まで、第５６条の６、第５６条の７、

第６５条、第６７条、第７１条及び第７２条（第１項を除く。）の規定

は、基準該当放課後等デイサービスの事業について準用する。

（運営規程）

第８０条 指定保育所等訪問支援事業者は、指定保育所等訪問支援事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

運営規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

� 通常の事業の実施地域（当該指定保育所等訪問支援事業所が

通常時に指定保育所等訪問支援を提供する地域をいう。）

�～� 省略

附 則

（経過措置）

２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に

関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７１号）附則第５条に規定す

る旧指定児童デイサービス事業所に係る事業を行う者であって、

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福

祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援する

読み替えるものとする。

（運営規程）

第８０条 指定保育所等訪問支援事業者は、指定保育所等訪問支援事

業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する

運営規程を定めておかなければならない。

�～� 省略

� 通常の事業の実施地域

�～� 省略

附 則

（経過措置）

２ 障害者自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人

員、設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７１号）附則第５条に規定す

る旧指定児童デイサービス事業所に係る事業を行う者であって、

障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福

祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援する
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（愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第２条 愛媛県指定障害児入所施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５２号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第３条 愛媛県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５３号）の一部を

次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

ための関係法律の整備に関する法律（平成２２年法律第７１号。以下

「整備法」という。）附則第２２条第１項の規定により整備法第５

条の規定による改正後の法（以下「新法」という。）第２１条の５

の３第１項の指定を受けたものとみなされているものについて

は、平成２７年３月３１日までの間は、第６条第１項第２号、第２項

及び第５項並びに第６８条第１項第２号、第２項及び第４項の規定

は適用せず、第６条第１項第１号、第２８条、第２９条及び第６８条第

１項第１号の規定の適用については、第６条第１項第１号ア及び

イ中「１０」とあるのは「１５」と、第２８条第１項中「指定児童発達

支援事業所の管理者は、児童発達支援管理責任者に」とあるのは

「指定児童発達支援事業所の管理者は、」と、「担当させる」と

あるのは「行う」と、同条第２項から第９項まで及び第２９条中

「児童発達支援管理責任者」とあるのは「指定児童発達支援事業

所の管理者」と、第６８条第１項第１号ア及びイ中「１０」とあるの

は「１５」とする。

ための関係法律の整備に関する法律（平成２２年法律第７１号。以下

「整備法」という。）附則第２２条第１項の規定により整備法第５

条の規定による改正後の法（以下「新法」という。）第２１条の５

の３第１項の指定を受けたものとみなされているものについて

は、平成２７年３月３１日までの間は、第６条第１項第２号、第２項

及び第５項並びに第６８条第１項第２号、第２項及び第４項の規定

は適用せず、第６条第１項第１号、第２８条、第２９条及び第６８条第

１項第１号の規定の適用については、第６条第１項第１号ア及び

イ中「１０」とあるのは「１５」と、第２８条第１項中「指定児童発達

支援事業所の管理者は、児童発達支援管理責任者に」とあるのは

「指定児童発達支援事業所の管理者は、」と、「担当させる」と

あるのは「行う」と、同条第２項から第９項まで及び第２９条中

「児童発達支援管理責任者」とあるのは「指定児童発達支援事業

所の管理者」と、第６８条第１項第１号ア及びイ中「１０」とあるの

は「１５」とする。

改 正 後 改 正 前

（定員の遵守）

第３７条 指定福祉型障害児入所施設は、入所定員及び居室の定員を

超えて入所させてはならない。ただし、災害、虐待その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。

（定員の遵守）

第３７条 指定福祉型障害児入所施設は、入所定員及び居室の定員を

超えて入所させてはならない。ただし、災害 その他のやむ

を得ない事情がある場合は、この限りでない。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 利用者負担額 指定障害福祉サービス等費用基準額から当該

指定障害福祉サービス等につき支給された介護給付費又は訓練

等給付費の額を控除して得た額及び障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律施行令（平成１８年政令第１０

号。以下「政令」という。）第４２条の２の規定により読み替え

られた法第５８条第３項第１号に規定する指定療養介護医療（以

下「指定療養介護医療」という。）につき健康保険の療養に要

する費用の額の算定方法の例により算定した額又は法第７０条第

２項において準用する法第５８条第４項に規定する厚生労働大臣

の定めるところにより算定した額から当該指定療養介護医療に

つき支給すべき療養介護医療費を控除して得た額の合計額をい

う。

�・� 省略

� 多機能型 第７９条に規定する指定生活介護の事業、第１４２条に

規定する指定自立訓練（機能訓練）の事業、第１５２条に規定する

指定自立訓練（生活訓練）の事業、第１６２条に規定する指定就労

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 利用者負担額 指定障害福祉サービス等費用基準額から当該

指定障害福祉サービス等につき支給された介護給付費又は訓練

等給付費の額を控除して得た額及び障害者自立支援法施行令

（平成１８年政令第１０

号。以下「政令」という。）第４２条の２の規定により読み替え

られた法第５８条第３項第１号に規定する指定療養介護医療（以

下「指定療養介護医療」という。）につき健康保険の療養に要

する費用の額の算定方法の例により算定した額又は法第７０条第

２項において準用する法第５８条第４項に規定する厚生労働大臣

の定めるところにより算定した額から当該指定療養介護医療に

つき支給すべき療養介護医療費を控除して得た額の合計額をい

う。

�・� 省略

� 多機能型 第７９条に規定する指定生活介護の事業、第１４２条に

規定する指定自立訓練（機能訓練）の事業、第１５２条に規定する

指定自立訓練（生活訓練）の事業、第１６２条に規定する指定就労
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移行支援の事業、第１７３条に規定する指定就労継続支援Ａ型の事

業及び第１８６条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事業並びに愛

媛県指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準

等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５１号。以下「指定通所

支援基準条例」という。）第５条に規定する指定児童発達支援

の事業、指定通所支援基準条例第５７条に規定する指定医療型児

童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第６７条に規定する指

定放課後等デイサービスの事業及び指定通所支援基準条例第７４

条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち２以上の事業

を一体的に行うこと（指定通所支援基準条例に規定する事業の

みを行う場合を除く。）をいう。

（従業者の員数）

第６条 指定居宅介護の事業を行う者（以下この章において「指定

居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下この

章において「指定居宅介護事業所」という。）ごとに有すべき指

定居宅介護従業者（指定居宅介護の提供に当たる者として障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく

指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基

準（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「基準省令」という。）

第５条第１項の厚生労働大臣が定める従業者をいう。以下この節

及び第４節において同じ。）の員数は、常勤換算方法で、２．５以上

とする。

２・３ 省略

第３章 療養介護

第１節 基本方針

第５０条 療養介護に係る指定障害福祉サービス（以下「指定療養介

護」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９

号。以下「省令」という。）第２条の２に規定する者に対して、

当該利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応

じ、機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護及び日常生活上の世話を適切かつ効果的に行うものでなければ

ならない。

（利用者負担額等の受領）

第５６条 省略

２～４ 省略

５ 指定療養介護事業者は、第３項の規則で定める費用に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービスの内容及び

費用について支給決定障害者 に説明し、その同意を得なければ

ならない。

（定員の遵守）

第７１条 指定療養介護事業者は、利用定員を超えて指定療養介護の

提供を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得

ない事情がある場合は、この限りでない。

（従業者の員数）

第８０条 指定生活介護の事業を行う者（以下「指定生活介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定生活介護事

業所」という。）に有すべき従業者及びその員数は、次のとおり

とする。

� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。以下

この章、第８章、第９章、第１６章及び附則第２項において同

移行支援の事業、第１７３条に規定する指定就労継続支援Ａ型の事

業及び第１８６条に規定する指定就労継続支援Ｂ型の事業並びに愛

媛県指定通所支援の事業の人員、設備及び運営に関する基準等

を定める条例 （平成２４年愛媛県条例第５１号。以下「指定通所

支援基準条例」という。）第５条に規定する指定児童発達支援

の事業、指定通所支援基準条例第５７条に規定する指定医療型児

童発達支援の事業、指定通所支援基準条例第６７条に規定する指

定放課後等デイサービスの事業及び指定通所支援基準条例第７４

条に規定する指定保育所等訪問支援の事業のうち２以上の事業

を一体的に行うこと（指定通所支援基準条例に規定する事業の

みを行う場合を除く。）をいう。

（従業者の員数）

第６条 指定居宅介護の事業を行う者（以下この章において「指定

居宅介護事業者」という。）が当該事業を行う事業所（以下この

章において「指定居宅介護事業所」という。）ごとに有すべき指

定居宅介護従業者（指定居宅介護の提供に当たる者として障害者

自立支援法に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備

及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７１号。以下「基準省令」という。）

第５条第１項の厚生労働大臣が定める従業者をいう。以下この節

及び第４節において同じ。）の員数は、常勤換算方法で、２．５以上

とする。

２・３ 省略

第３章 療養介護

第１節 基本方針

第５０条 療養介護に係る指定障害福祉サービス（以下「指定療養介

護」という。）の事業は、利用者が自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるよう、障害者自立支援法施行規則

（平成１８年厚生労働省令第１９

号。以下「省令」という。）第２条の２に規定する者に対して、

当該利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に応

じ、機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護及び日常生活上の世話を適切かつ効果的に行うものでなければ

ならない。

（利用者負担額等の受領）

第５６条 省略

２～４ 省略

５ 指定療養介護事業者は、第３項の規則で定める費用に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービスの内容及び

費用について支給決定障害者等に説明し、その同意を得なければ

ならない。

（定員の遵守）

第７１条 指定療養介護事業者は、利用定員を超えて指定療養介護の

提供を行ってはならない。ただし、災害 その他のやむを得

ない事情がある場合は、この限りでない。

（従業者の員数）

第８０条 指定生活介護の事業を行う者（以下「指定生活介護事業

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定生活介護事

業所」という。）に有すべき従業者及びその員数は、次のとおり

とする。

� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。以下

この章、第８章、第９章及び第１６章 において同
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じ。）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

ア 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総

数は、指定生活介護の単位（指定生活介護であって、その提

供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるも

のをいう。以下この条及び附則第２項において同じ。）ごと

に、常勤換算方法で、�から�までに掲げる平均障害程度区

分（基準省令第７８条第１項第２号イの厚生労働大臣が定める

ところにより算定した障害程度区分の平均値をいう。以下同

じ。）に応じ、それぞれ�から�までに定める数とするこ

と。

�～� 省略

イ～エ 省略

� 省略

２～６ 省略

（利用者負担額等の受領）

第８４条 省略

２～４ 省略

５ 指定生活介護事業者は、第３項の規則で定める費用に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービスの内容及び

費用について支給決定障害者 に説明し、その同意を得なければ

ならない。

（定員の遵守）

第１０９条 指定短期入所事業者は、次に掲げる利用者の数以上の数の

利用者に対して同時に指定短期入所を提供してはならない。ただ

し、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

�～� 省略

（利用者負担額等の受領）

第１３０条 省略

２～４ 省略

５ 指定共同生活介護事業者は、第３項の規則で定める費用に係る

サービスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービスの内容

及び費用について支給決定障害者 に説明し、その同意を得なけ

ればならない。

（定員の遵守）

第１３９条 指定共同生活介護事業者は、共同生活住居及びユニットの

入居定員並びに居室の定員を超えて入居させてはならない。ただ

し、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

（利用者負担額等の受領）

第１４６条 省略

２～４ 省略

５ 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、第３項の規則で定める費

用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービ

スの内容及び費用について支給決定障害者 に説明し、その同意

を得なければならない。

（利用者負担額等の受領）

第１５７条 省略

２～５ 省略

６ 指定自立訓練（生活訓練）事業者は、第３項及び第４項の規則

で定める費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、

当該サービスの内容及び費用について支給決定障害者 に説明

し、その同意を得なければならない。

じ。）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

ア 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総

数は、指定生活介護の単位（指定生活介護であって、その提

供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるも

のをいう。以下この条 において同じ。）ごと

に、常勤換算方法で、�から�までに掲げる平均障害程度区

分（基準省令第７８条第１項第２号イの厚生労働大臣が定める

ところにより算定した障害程度区分の平均値をいう。以下同

じ。）に応じ、それぞれ�から�までに定める数とするこ

と。

�～� 省略

イ～エ 省略

� 省略

２～６ 省略

（利用者負担額等の受領）

第８４条 省略

２～４ 省略

５ 指定生活介護事業者は、第３項の規則で定める費用に係るサー

ビスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービスの内容及び

費用について支給決定障害者等に説明し、その同意を得なければ

ならない。

（定員の遵守）

第１０９条 指定短期入所事業者は、次に掲げる利用者の数以上の数の

利用者に対して同時に指定短期入所を提供してはならない。ただ

し、災害 その他のやむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

�～� 省略

（利用者負担額等の受領）

第１３０条 省略

２～４ 省略

５ 指定共同生活介護事業者は、第３項の規則で定める費用に係る

サービスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービスの内容

及び費用について支給決定障害者等に説明し、その同意を得なけ

ればならない。

（定員の遵守）

第１３９条 指定共同生活介護事業者は、共同生活住居及びユニットの

入居定員並びに居室の定員を超えて入居させてはならない。ただ

し、災害 その他のやむを得ない事情がある場合は、この限

りでない。

（利用者負担額等の受領）

第１４６条 省略

２～４ 省略

５ 指定自立訓練（機能訓練）事業者は、第３項の規則で定める費

用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、当該サービ

スの内容及び費用について支給決定障害者等に説明し、その同意

を得なければならない。

（利用者負担額等の受領）

第１５７条 省略

２～５ 省略

６ 指定自立訓練（生活訓練）事業者は、第３項及び第４項の規則

で定める費用に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、

当該サービスの内容及び費用について支給決定障害者等に説明

し、その同意を得なければならない。
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附 則

１ 省略

（指定生活介護の事業の人員の基準に関する特例）

２ 当分の間、基準省令附則第４条第１項第１号の厚生労働大臣が

定める者（以下この項において「厚生労働大臣が定める者」とい

う。）に対し指定生活介護を提供する指定生活介護事業所に有す

べき看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数

は、第８０条第１項第２号アの規定にかかわらず、指定生活介護の

単位ごとに、常勤換算方法で、次に掲げる数を合計した数以上と

する。

� 次のアからウまでに掲げる利用者（厚生労働大臣が定める者

を除く。以下この号において同じ。）の平均障害程度区分に応

じ、それぞれアからウまでに定める数

ア 平均障害程度区分が４未満 利用者の数を６で除して得た

数

イ 平均障害程度区分が４以上５未満 利用者の数を５で除し

て得た数

ウ 平均障害程度区分が５以上 利用者の数を３で除して得た

数

� 厚生労働大臣が定める者である利用者の数を１０で除して得た

数

３ 第８０条第２項の規定は、前項の利用者の数について準用する。

（指定共同生活介護の事業の運営の基準に関する特例）

４ 省略

５ 省略

６ 前２項の場合においては、第１２５条第１項第２号イからエまでの

規定中「利用者の数」とあるのは、「利用者の数（附則第４項又

は第５項の規定の適用を受ける者にあっては、当該利用者の数に

２分の１を乗じて得た数）」とする。

（地域移行型ホームに関する特例）

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 地域移行型ホームにおける指定共同生活介護の事業等に係る第

１４１条又は第２０１条において準用する第６０条の規定の適用について

は、同条第２項中「営むこと」とあるのは「営み、入居の日から

附則第９項に定める期間内に附則第１０項に規定する住宅等に移行

すること」と、同条第４項中「達成時期」とあるのは「達成時

期、入所施設又は病院の敷地外における福祉サービスの利用その

他の活動」とする。

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

附 則

１ 省略

（指定共同生活介護の事業の運営の基準に関する特例）

２ 省略

３ 省略

４ 前２項の場合においては、第１２５条第１項第２号イからエまでの

規定中「利用者の数」とあるのは、「利用者の数（附則第２項又

は第３項の規定の適用を受ける者にあっては、当該利用者の数に

２分の１を乗じて得た数）」とする。

（地域移行型ホームに関する特例）

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 地域移行型ホームにおける指定共同生活介護の事業等に係る第

１４１条又は第２０１条において準用する第６０条の規定の適用について

は、同条第２項中「営むこと」とあるのは「営み、入居の日から

附則第７項に定める期間内に附則第８項に規定する住宅等に移行

すること」と、同条第４項中「達成時期」とあるのは「達成時

期、入所施設又は病院の敷地外における福祉サービスの利用その

他の活動」とする。

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略
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（愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改正）

第４条 愛媛県指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５４号）の一部を次のように

改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２４ 省略

２５ 省略

２２ 省略

２３ 省略

改 正 後 改 正 前

（従業者の員数）

第５条 指定障害者支援施設に置くべき従業者及びその員数は、次

のとおりとする。

� 生活介護を行う場合

ア 生活介護を行う場合に置くべき従業者及びその員数は、次

のとおりとする。

� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。

以下同じ。）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

ａ 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

の総数は、生活介護の単位（生活介護であって、その提

供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われ

るものをいう。以下この条において同じ。）ごとに、常

勤換算方法で、次に掲げる数を合計した数以上とするこ

と。

� �から�までに掲げる平均障害程度区分（障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営

に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２号。以下

「基準省令」という。）第４条第１項第１号イ�の厚

生労働大臣が定めるところにより算定した障害程度区

分の平均値をいう。以下同じ。）に応じ、それぞれ�

から�までに定める数

�～� 省略

� 省略

ｂ～ｄ 省略

� 省略

イ～エ 省略

� 自立訓練（機能訓練）（障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第

１９号。以下「省令」という。）第６条の６第１号に規定する自

立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）を行う場合

ア～カ 省略

�～� 省略

２・３ 省略

（複数の昼間実施サービスを行う場合における従業者の員数）

第７条 省略

２ 複数の昼間実施サービスを行う指定障害者支援施設は、第５条

第１項第１号ア�及びエ、第２号ア�及びカ、第３号ア�及び

オ、第４号ア�、イ�及びオ並びに第５号ア�及びウの規定にか

かわらず、サービス管理責任者の数を、次の各号に掲げる当該指

定障害者支援施設が提供する基準省令第５条第２項の厚生労働大

臣が定める昼間実施サービスの利用者の数の合計の区分に応じ、

当該各号に定める数とする 。この場合において、こ

（従業者の員数）

第５条 指定障害者支援施設に置くべき従業者及びその員数は、次

のとおりとする。

� 生活介護を行う場合

ア 生活介護を行う場合に置くべき従業者及びその員数は、次

のとおりとする。

� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。

以下同じ。）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

ａ 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

の総数は、生活介護の単位（生活介護であって、その提

供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われ

るものをいう。以下この条において同じ。）ごとに、常

勤換算方法で、次に掲げる数を合計した数以上とするこ

と。

� �から�までに掲げる平均障害程度区分（障害者自

立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備

及び運営に関する基準

（平 成１８年 厚 生 労 働 省 令 第１７２号。以 下

「基準省令」という。）第４条第１項第１号イ�の厚

生労働大臣が定めるところにより算定した障害程度区

分の平均値をいう。以下同じ。）に応じ、それぞれ�

から�までに定める数

�～� 省略

� 省略

ｂ～ｄ 省略

� 省略

イ～エ 省略

� 自立訓練（機能訓練）（障害者自立支援法施行規則

（平成１８年厚生労働省令第

１９号。以下「省令」という。）第６条の６第１号に規定する自

立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）を行う場合

ア～カ 省略

�～� 省略

２・３ 省略

（複数の昼間実施サービスを行う場合における従業者の員数）

第７条 省略

２ 複数の昼間実施サービスを行う指定障害者支援施設は、第５条

第１項第１号ア�及びエ、第２号ア�及びカ、第３号ア�及び

オ、第４号ア�、イ�及びオ並びに第５号ア�及びウの規定にか

かわらず、サービス管理責任者の数を、次の各号に掲げる当該指

定障害者支援施設が提供する基準省令第５条第２項の厚生労働大

臣が定める昼間実施サービスの利用者の数の合計の区分に応じ、

当該各号に定める数とすることができる。
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（愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第５条 愛媛県障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５５号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

の項の規定により置くべきものとされるサービス管理責任者のう

ち、１人以上は、常勤でなければならないものとすることができ

る。

�・� 省略

（施設障害福祉サービス計画の作成等）

第２７条 省略

２～７ 省略

８ サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画の作成後、

利用者及びその家族等と継続的に連絡を行うこと等による当該施

設障害福祉サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継

続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を

行い、少なくとも６月に１回以上（自立訓練（機能訓練）、自立

訓練（生活訓練）又は就労移行支援 を提供す

る場合にあっては、少なくとも３月に１回以上）の施設障害福祉

サービス計画の見直し及び必要に応じた施設障害福祉サービス計

画の変更を行うものとする。この場合においては、第２項から前

項までの規定を準用する。

９ 省略

（就職状況の報告）

第３７条 指定障害者支援施設は、就労移行支援

の提供に当たっては、毎年、前年度における就職した利用者の

数その他の就職に関する状況を、県に報告しなければならない。

（定員の遵守）

第４８条 指定障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの種類ごと

の利用定員及び居室の定員を超えて施設障害福祉サービスの提供

を行ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない

事情がある場合は、この限りでない。

�・� 省略

（施設障害福祉サービス計画の作成等）

第２７条 省略

２～７ 省略

８ サービス管理責任者は、施設障害福祉サービス計画の作成後、

利用者及びその家族等と継続的に連絡を行うこと等による当該施

設障害福祉サービス計画の実施状況の把握（利用者についての継

続的なアセスメントを含む。以下「モニタリング」という。）を

行い、少なくとも６月に１回以上（自立訓練（機能訓練）、自立

訓練（生活訓練）、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型を提供す

る場合にあっては、少なくとも３月に１回以上）の施設障害福祉

サービス計画の見直し及び必要に応じた施設障害福祉サービス計

画の変更を行うものとする。この場合においては、第２項から前

項までの規定を準用する。

９ 省略

（就職状況の報告）

第３７条 指定障害者支援施設は、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ

型の提供に当たっては、毎年、前年度における就職した利用者の

数その他の就職に関する状況を、県に報告しなければならない。

（定員の遵守）

第４８条 指定障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの種類ごと

の利用定員及び居室の定員を超えて施設障害福祉サービスの提供

を行ってはならない。ただし、災害 その他のやむを得ない

事情がある場合は、この限りでない。

改 正 後 改 正 前

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 多機能型 生活介護の事業、自立訓練（機能訓練）（障害者

の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規

則（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省令」という。）第

６条の６第１号に規定する自立訓練（機能訓練）をいう。以下

同じ。）の事業、自立訓練（生活訓練）（省令第６条の６第２

号に規定する自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）の事

業、就労移行支援の事業、就労継続支援Ａ型（省令第６条の１０

第１号に規定する就労継続支援Ａ型をいう。以下同じ。）の事

業及び就労継続支援Ｂ型（省令第６条の１０第２号に規定する就

労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）の事業並びに児童発達支

援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項に規

定する児童発達支援をいう。以下同じ。）の事業、医療型児童

発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支援をいう。

以下同じ。）の事業、放課後等デイサービス（同条第４項に規

定する放課後等デイサービスをいう。以下同じ。）の事業及び

（定義）

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法で使用する用語の例

によるほか、次の各号に定めるところによる。

�・� 省略

� 多機能型 生活介護の事業、自立訓練（機能訓練）（障害者

自立支援法施行規則

（平成１８年厚生労働省令第１９号。以下「省令」という。）第

６条の６第１号に規定する自立訓練（機能訓練）をいう。以下

同じ。）の事業、自立訓練（生活訓練）（省令第６条の６第２

号に規定する自立訓練（生活訓練）をいう。以下同じ。）の事

業、就労移行支援の事業、就労継続支援Ａ型（省令第６条の１０

第１号に規定する就労継続支援Ａ型をいう。以下同じ。）の事

業及び就労継続支援Ｂ型（省令第６条の１０第２号に規定する就

労継続支援Ｂ型をいう。以下同じ。）の事業並びに児童発達支

援（児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の２第２項に規

定する児童発達支援をいう。以下同じ。）の事業、医療型児童

発達支援（同条第３項に規定する医療型児童発達支援をいう。

以下同じ。）の事業、放課後等デイサービス（同条第４項に規

定する放課後等デイサービスをいう。以下同じ。）の事業及び
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保育所等訪問支援（同条第５項に規定する保育所等訪問支援を

いう。以下同じ。）の事業のうち２以上の事業を一体的に行う

こと（同法に規定する事業のみを行う場合を除く。）をいう。

（職員の配置の基準）

第１２条 療養介護事業者が療養介護事業所に置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

� サービス管理責任者（障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律に基づく障害福祉サービス事業の設備

及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７４号。以下

「基準省令」という。）第１２条第１項第５号の障害福祉サービ

スの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定

める者をいう。以下同じ。） 療養介護事業所ごとに、ア又は

イに掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれア又はイに定め

る数

ア・イ 省略

２～４ 省略

（定員の遵守）

第２６条 療養介護事業者は、利用定員を超えて療養介護の提供を行

ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

（職員の配置の基準）

第３９条 生活介護事業者が生活介護事業所に置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。以下

この章、次章、第５章及び附則第２項において同じ。）、理学

療法士又は作業療法士及び生活支援員

ア 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総

数は、生活介護の単位（生活介護であって、その提供が同時

に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをい

う。以下この条及び附則第２項において同じ。）ごとに、常

勤換算方法で、�から�までに掲げる利用者の平均障害程度

区分（基準省令第３９条第１項第３号イの厚生労働大臣が定め

るところにより算定した障害程度区分の平均値をいう。以下

同じ。）に応じ、それぞれ�から�までに定める数とするこ

と。

�～� 省略

イ～エ 省略

� 省略

２～５ 省略

（規模に関する特例）

第８８条 多機能型による生活介護事業所（以下「多機能型生活介護

事業所」という。）、自立訓練（機能訓練）事業所（以下「多機

能型自立訓練（機能訓練）事業所」という。）、自立訓練（生活

訓練）事業所（以下「多機能型自立訓練（生活訓練）事業所」と

いう。）、就労移行支援事業所（以下「多機能型就労移行支援事

業所」という。）、就労継続支援Ａ型事業所（以下「多機能型就

労継続支援Ａ型事業所」という。）及び就労継続支援Ｂ型事業所

（以下「多機能型就労継続支援Ｂ型事業所」という。）（以下

「多機能型事業所」と総称する。）は、一体的に事業を行う多機

能型事業所の利用定員（宿泊型自立訓練の利用定員を除き、多機

能型による指定児童発達支援（愛媛県指定通所支援の事業等の人

保育所等訪問支援（同条第５項に規定する保育所等訪問支援を

いう。以下同じ。）の事業のうち２以上の事業を一体的に行う

こと（同法に規定する事業のみを行う場合を除く。）をいう。

（職員の配置の基準）

第１２条 療養介護事業者が療養介護事業所に置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。

�～� 省略

� サービス管理責任者（障害者自立支援法に基づく障害福祉サ

ービス事業の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７４号。以下

「基準省令」という。）第１２条第１項第５号の障害福祉サービ

スの提供に係るサービス管理を行う者として厚生労働大臣が定

める者をいう。以下同じ。） 療養介護事業所ごとに、ア又は

イに掲げる利用者の数の区分に応じ、それぞれア又はイに定め

る数

ア・イ 省略

２～４ 省略

（定員の遵守）

第２６条 療養介護事業者は、利用定員を超えて療養介護の提供を行

ってはならない。ただし、災害 その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

（職員の配置の基準）

第３９条 生活介護事業者が生活介護事業所に置くべき職員及びその

員数は、次のとおりとする。

�・� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。以下

この章、次章及び第５章 において同じ。）、理学

療法士又は作業療法士及び生活支援員

ア 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総

数は、生活介護の単位（生活介護であって、その提供が同時

に１又は複数の利用者に対して一体的に行われるものをい

う。以下この条 において同じ。）ごとに、常

勤換算方法で、�から�までに掲げる利用者の平均障害程度

区分（基準省令第３９条第１項第３号イの厚生労働大臣が定め

るところにより算定した障害程度区分の平均値をいう。以下

同じ。）に応じ、それぞれ�から�までに定める数とするこ

と。

�～� 省略

イ～エ 省略

� 省略

２～５ 省略

（規模に関する特例）

第８８条 多機能型による生活介護事業所（以下「多機能型生活介護

事業所」という。）、自立訓練（機能訓練）事業所（以下「多機

能型自立訓練（機能訓練）事業所」という。）、自立訓練（生活

訓練）事業所（以下「多機能型自立訓練（生活訓練）事業所」と

いう。）、就労移行支援事業所（以下「多機能型就労移行支援事

業所」という。）、就労継続支援Ａ型事業所（以下「多機能型就

労継続支援Ａ型事業所」という。）及び就労継続支援Ｂ型事業所

（以下「多機能型就労継続支援Ｂ型事業所」という。）（以下

「多機能型事業所」と総称する。）は、一体的に事業を行う多機

能型事業所の利用定員（宿泊型自立訓練の利用定員を除き、多機

能型による指定児童発達支援（愛媛県指定通所支援の事業の人
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（愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第６条 愛媛県地域活動支援センターの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５６号）の一部を次のように改正す

る。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第７条 愛媛県福祉ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５７号）の一部を次のように改正する。

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県

条例第５１号。以下「指定通所支援基準条例」という。）第５条に

規定する指定児童発達支援をいう。）の事業、指定医療型児童発

達支援（指定通所支援基準条例第５７条に規定する指定医療型児童

発達支援をいう。）の事業又は指定放課後等デイサービス（指定

通所支援基準条例第６７条に規定する指定放課後等デイサービスを

いう。）の事業（以下「多機能型児童発達支援事業等」と総称す

る。）を一体的に行う場合にあっては、当該多機能型児童発達支

援事業等を行う事業所の利用定員を含む。）の合計が２０人以上で

ある場合は、当該多機能型事業所の利用定員を、次の各号に掲げ

る多機能型事業所の区分に応じ、当該各号に定める人数とするこ

とができる。

�～� 省略

２～４ 省略

附 則

１ 省略

（生活介護事業所の職員の配置の基準に関する特例）

２ 当分の間、基準省令附則第３条第１項第１号の厚生労働大臣が

定める者（以下この項において「厚生労働大臣が定める者」とい

う。）に対し生活介護を提供する生活介護事業所に置くべき看護

職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員の総数は、第３９

条第１項第３号アの規定にかかわらず、生活介護の単位ごとに、

常勤換算方法で、次に掲げる数を合計した数以上とする。

� 次のアからウまでに掲げる利用者（厚生労働大臣が定める者

を除く。以下この号において同じ。）の平均障害程度区分に応

じ、それぞれアからウまでに定める数

ア 平均障害程度区分が４未満 利用者の数を６で除して得た

数

イ 平均障害程度区分が４以上５未満 利用者の数を５で除し

て得た数

ウ 平均障害程度区分が５以上 利用者の数を３で除して得た

数

� 厚生労働大臣が定める者である利用者の数を１０で除して得た

数

３ 第３９条第２項の規定は、前項の利用者の数について準用する。

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（平成２４年愛媛県

条例第５１号。以下「指定通所支援基準条例」という。）第５条に

規定する指定児童発達支援をいう。）の事業、指定医療型児童発

達支援（指定通所支援基準条例第５７条に規定する指定医療型児童

発達支援をいう。）の事業又は指定放課後等デイサービス（指定

通所支援基準条例第６７条に規定する指定放課後等デイサービスを

いう。）の事業（以下「多機能型児童発達支援事業等」と総称す

る。）を一体的に行う場合にあっては、当該多機能型児童発達支

援事業等を行う事業所の利用定員を含む。）の合計が２０人以上で

ある場合は、当該多機能型事業所の利用定員を、次の各号に掲げ

る多機能型事業所の区分に応じ、当該各号に定める人数とするこ

とができる。

�～� 省略

２～４ 省略

附 則

１ 省略

２ 省略

３ 省略

４ 省略

５ 省略

改 正 後 改 正 前

（定員の遵守）

第１５条 地域活動支援センターは、利用定員を超えて利用させては

ならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある

場合は、この限りでない。

（定員の遵守）

第１５条 地域活動支援センターは、利用定員を超えて利用させては

ならない。ただし、災害 その他のやむを得ない事情がある

場合は、この限りでない。

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正）

第８条 愛媛県障害者支援施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年愛媛県条例第５８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（定員の遵守）

第１３条 福祉ホームは、利用定員を超えて利用させてはならない。

ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情がある場合は、こ

の限りでない。

（定員の遵守）

第１３条 福祉ホームは、利用定員を超えて利用させてはならない。

ただし、災害 その他のやむを得ない事情がある場合は、こ

の限りでない。

改 正 後 改 正 前

（規模）

第９条 障害者支援施設は、次の各号に掲げる当該障害者支援施設

が提供する施設障害福祉サービスの種類の区分に応じ、当該各号

に定める人員を利用させることができる規模を有するものでなけ

ればならない。

� 生活介護、自立訓練（機能訓練）（障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生

労働省令第１９号。以下「省令」という。）第６条の６第１号に

規定する自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）、自立訓

練（生活訓練）（省令第６条の６第２号に規定する自立訓練

（生活訓練）をいう。以下同じ。）、就労移行支援及び就労継

続支援Ｂ型（省令第６条の１０第２号に規定する就労継続支援Ｂ

型をいう。以下同じ。） ２０人以上（入所を目的とする他の社

会福祉施設等に併設する障害者支援施設（次条第３項に規定す

る認定障害者支援施設を除く。次項において同じ。）にあって

は、１０人以上）

� 省略

２ 省略

（職員の配置の基準）

第１１条 障害者支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとお

りとする。

� 省略

� 生活介護を行う場合

ア 生活介護を行う場合に置くべき職員及びその員数は、次の

とおりとする。

� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。

以下同じ。）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

ａ 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

の総数は、生活介護の単位（生活介護であって、その提

供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われ

るものをいう。以下同じ。）ごとに、常勤換算方法で、

�及び�に掲げる数を合計した数以上とすること。

� �から�までに掲げる平均障害程度区分（障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関する基準

（平成１８年厚生労働省令第１７７号。以下「基準省令」と

いう。）第１１条第１項第２号イ�の厚生労働大臣が定

めるところにより算定した障害程度区分の平均値をい

う。以下同じ。）に応じ、それぞれ�から�までに定

（規模）

第９条 障害者支援施設は、次の各号に掲げる当該障害者支援施設

が提供する施設障害福祉サービスの種類の区分に応じ、当該各号

に定める人員を利用させることができる規模を有するものでなけ

ればならない。

� 生活介護、自立訓練（機能訓練）（障害者自立支援法施行規

則 （平成１８年厚生

労働省令第１９号。以下「省令」という。）第６条の６第１号に

規定する自立訓練（機能訓練）をいう。以下同じ。）、自立訓

練（生活訓練）（省令第６条の６第２号に規定する自立訓練

（生活訓練）をいう。以下同じ。）、就労移行支援及び就労継

続支援Ｂ型（省令第６条の１０第２号に規定する就労継続支援Ｂ

型をいう。以下同じ。） ２０人以上（入所を目的とする他の社

会福祉施設等に併設する障害者支援施設（次条第３項に規定す

る認定障害者支援施設を除く。次項において同じ。）にあって

は、１０人以上）

� 省略

２ 省略

（職員の配置の基準）

第１１条 障害者支援施設に置くべき職員及びその員数は、次のとお

りとする。

� 省略

� 生活介護を行う場合

ア 生活介護を行う場合に置くべき職員及びその員数は、次の

とおりとする。

� 省略

� 看護職員（保健師又は看護師若しくは准看護師をいう。

以下同じ。）、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

ａ 看護職員、理学療法士又は作業療法士及び生活支援員

の総数は、生活介護の単位（生活介護であって、その提

供が同時に１又は複数の利用者に対して一体的に行われ

るものをいう。以下同じ。）ごとに、常勤換算方法で、

�及び�に掲げる数を合計した数以上とすること。

� �から�までに掲げる平均障害程度区分（障害者自

立支援法に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備

及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第１７２

号。）第４条第１項第１号イ�

の厚生労働大臣が定

めるところにより算定した障害程度区分の平均値をい

う。以下同じ。）に応じ、それぞれ�から�までに定
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附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第１６号
愛媛県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

愛媛県介護職員処遇改善等臨時特例基金条例（平成２１年愛媛県条例第５３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１７号
愛媛県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例の一部を改正する条例

愛媛県介護基盤緊急整備等臨時特例基金条例（平成２１年愛媛県条例第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

める数

� 平均障害程度区分が４未満 利用者（基準省令

第１１条第１項第２号イ�の

厚生労働大臣が定める者を除く。�及び�において

同じ。）の数を６で除して得た数

�・� 省略

� 省略

ｂ～ｄ 省略

� 省略

イ・ウ 省略

�～� 省略

２・３ 省略

（就職状況の報告）

第２９条 障害者支援施設は、就労移行支援 の

提供に当たっては、毎年、前年度における就職した利用者の数そ

の他の就職に関する状況を、県に報告しなければならない。

（定員の遵守）

第３８条 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの種類ごとの利

用定員及び居室の定員を超えて施設障害福祉サービスの提供を行

ってはならない。ただし、災害、虐待その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

める数

� 平均障害程度区分が４未満 利用者（障害者自立

支援法に基づく障害者支援施設の設備及び運営に関

する基準（平成１８年厚生労働省令第１７７号。以下

「基準省令」という。）第１１条第１項第２号イ�の

厚生労働大臣が定める者を除く。�及び�において

同じ。）の数を６で除して得た数

�・� 省略

� 省略

ｂ～ｄ 省略

� 省略

イ・ウ 省略

�～� 省略

２・３ 省略

（就職状況の報告）

第２９条 障害者支援施設は、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型の

提供に当たっては、毎年、前年度における就職した利用者の数そ

の他の就職に関する状況を、県に報告しなければならない。

（定員の遵守）

第３８条 障害者支援施設は、施設障害福祉サービスの種類ごとの利

用定員及び居室の定員を超えて施設障害福祉サービスの提供を行

ってはならない。ただし、災害 その他のやむを得ない事情

がある場合は、この限りでない。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２６年１２月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２５年１２月３１日限り、その効力を失う。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２６年１２月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。ただ
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１８号
愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正する条例

愛媛県緊急雇用創出事業臨時特例基金条例（平成２１年愛媛県条例第２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第１９号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

し、同日までに実施された第１条の目的を達成するための事業に

係る精算については、この条例の規定は、同年１２月３１日（同日ま

でに当該精算が完了した場合にあっては、当該精算が完了した

日）までの間は、なおその効力を有する。

改 正 後 改 正 前

（設置）

第１条 県内の厳しい雇用情勢に対処し、失業した派遣労働者、中

高年齢者等に対する短期の雇用及び就業の機会の創出並びに生活

及び就労の相談の総合的な実施、失業して 住居を失った生活

困窮者等に対する就業等のための生活、就労、住宅の確保等の支

援並びに福祉及び介護に係る人材の安定的な確保を図るために要

する経費の財源に充てるため、緊急雇用創出事業臨時特例基金

（以下「基金」という。）を設置する。

附 則

２ この条例は、平成２７年３月３１日限り、その効力を失う。

（設置）

第１条 県内の厳しい雇用情勢に対処し、失業した派遣労働者、中

高年齢者等に対する短期の雇用及び就業の機会の創出並びに生活

及び就労の相談の総合的な実施並びに失業して住居を失った生活

困窮者等に対する就業等のための生活、就労、住宅の確保等の支

援 を図るために要

する経費の財源に充てるため、緊急雇用創出事業臨時特例基金

（以下「基金」という。）を設置する。

附 則

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

別表（第２条、第３条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～３１ 省略 １～３１ 省略

３２ 養蜂振興法 （昭和

３０年法律第１８０号）第４

条第１項の規定に基づ

く転飼の許可の申請に

対する審査

転飼許

可申請

手数料

１場所につき１５０円に蜂群

数 を 乗 じ て 得 た 金 額

（その金額が２，３００円を超

えるときは、２，３００円）

３２ 養ほう振興法（昭和

３０年法律第１８０号）第４

条第１項の規定に基づ

く転飼の許可の申請に

対する審査

転飼許

可申請

手数料

１場所につき１５０円にほう

群 数 を 乗 じ て 得 た 金 額

（その金額が２，３００円を超

えるときは、２，３００円）

３３～６１ 省略 ３３～６１ 省略

備考 省略 備考 省略
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２０号
愛媛県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県道路占用料徴収条例の一部を改正する条例

愛媛県道路占用料徴収条例（昭和４３年愛媛県条例第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

５・６ 省略 ５・６ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係） 別表（第２条関係）

占 用 料 占 用 料

占 用 物 件
単位

所 在 地 占 用 物 件
単位

所 在 地

市の区域 町の区域 市の区域 町の区域

省略 省略

法第３２条

第１項第

６号に掲

げる施設

祭礼、縁日その他の

催しに際し、一時的

に設けるもの

省略 法第３２条

第１項第

６号に掲

げる施設

祭礼、縁日等

に際し、一時的

に設けるもの

省略

省略 省略

令第７条

第１号に

掲げる物

件

省略 令第７条

第１号に

掲げる物

件

省略

旗ざお 祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの

省略 旗ざお 祭礼、縁

日等

に

際し、一

時的に設

けるもの

省略

省略 省略

幕（令第

７条第４

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。）

祭礼、縁

日その他

の催しに

際し、一

時的に設

けるもの

省略 幕（令第

７条第２

号に掲げ

る工事用

施設であ

るものを

除く。）

祭礼、縁

日等

に

際し、一

時的に設

けるもの

省略

省略 省略

省略 省略

令第７条第２号に掲げる工作

物

占用

面積

１平

方メ

ート

ルに

つき

１年

１，０００ ８２０

令第７条第３号に掲げる施設 Ａに０．０２８を乗じて得

た額

令第７条第４号に掲げる工事

用施設及び同条第５号に掲げ

る工事用材料

省略 令第７条第２号に掲げる工事

用施設及び同条第３号に掲げ

る工事用材料

省略

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２１号
愛媛県屋外広告物条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

令第７条第６号に掲げる仮設

建築物及び同条第７号に掲げ

る施設

令第７条第４号に掲げる仮設

建築物及び同条第５号に掲げ

る施設

令第７条

第８号に

掲げる施

設

トンネルの上又は高

架の道路の路面下に

設けるもの

占用

面積

１平

方メ

ート

ルに

つき

１年

Ａに０．０１６

を乗じて

得た額

Ａに０．０２

を乗じて

得た額

上空に設けるもの Ａに０．０２を乗じて得

た額

その他のもの Ａに０．０２８を 乗 じ て

得た額

令第７条

第９号に

掲げる施

設並びに

同条第１０

号に掲げ

る施設及

び自動車

駐車場

省略 省略 令第７条

第６号に

掲げる施

設並びに

同条第７

号に掲げ

る施設及

び自動車

駐車場

省略 占用

面積

１平

方メ

ート

ルに

つき

１年

省略

令第７条

第１１号に

掲げる応

急仮設建

築物

トンネルの上又は高

架の道路の路面下に

設けるもの

Ａに０．０１６

を乗じて

得た額

Ａに０．０２

を乗じて

得た額

上空に設けるもの Ａに０．０２を乗じて得

た額

その他のもの Ａに０．０２８を 乗 じ て

得た額

令第７条第１２号に掲げる器具 省略 令第７条第８号に掲げる器具 省略

令第７条

第１３号

に掲げる

施設

省略 省略 令第７条

第９号及

び第１０号

に掲げる

施設

省略 省略

備考

１～６ 省略

７ Ａは、近傍類似の土地（令第７条第８号に掲げる施設

のうち同号に規定する特定連結路附属地に設けるもの及

び同条第１３号に掲げる施設について近傍に類似の土地が

存しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成上

の諸要素が類似した土地）の時価を表すものとする。

８・９ 省略

備考

１～６ 省略

７ Ａは、近傍類似の土地（令第７条第９号及び第１０号

に掲げる施設について近傍に類似の土地が

存しない場合には、立地条件、収益性等土地価格形成上

の諸要素が類似した土地）の時価を表すものとする。

８・９ 省略

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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愛媛県屋外広告物条例の一部を改正する条例

愛媛県屋外広告物条例（昭和３９年愛媛県条例第５０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（禁止）

第５条 次に掲げる地域又は場所においては、広告物を表示し、又

は掲出物件を設置してはならない。

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の規定により定

められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域及び伝

統的建造物群保存地区

� 都市計画法第２章の規定により定められた景観地区、風致地

区、緑地保全地域、特別緑地保全地区又は生産緑地地区のう

ち、知事が指定する地域又は地区

�～� 省略

２・３ 省略

（措置命令等）

第１５条 省略

２ 知事は、第４条、第５条若しくは第６条第１項の規定に違反し

て広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者又はこれらを

管理する者に対し、これらの表示若しくは設置の停止を命ずるこ

とができる。

３ 省略

（許可の取消し）

第１６条 知事は、この条例の規定による許可を受けた者が次の各号

のいずれかに該当するときは、許可を取り消すことができる。

� 省略

� 第１１条第１項の規定に違反したとき。

�・� 省略

（除却命令）

第１８条 知事は、第５条、第６条第１項若しくは前条第１項の規定

に違反し、又は第１５条第１項若しくは第２項の規定による知事の

命令に違反して広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者

又はこれらを管理する者に対し、５日以上の期限を定め、これら

の除却を命ずることができる。

２ 省略

（手数料）

第４７条 次の各号に掲げる事務につき、手数料を、当該各号に定め

る金額によつて徴収する。

� 省略

� 省略

（禁止）

第５条 次に掲げる地域又は場所においては、広告物を表示し、又

は掲出物件を設置してはならない。

� 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２章の規定により定

められた第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、景観

地区、風致地区、緑地保全地域、特別緑地保全地区又は生産緑

地地区のうち、知事が指定する地域又は地区

� 都市計画法第２章の規定により定められた伝統的建造物群保

存地区

�～� 省略

２・３ 省略

（措置命令等）

第１５条 省略

２ 知事は、第４条から第６条まで の規定に違反し

て広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者又はこれらを

管理する者に対し、これらの表示若しくは設置の停止を命ずるこ

とができる。

３ 省略

（許可の取消し）

第１６条 知事は、この条例の規定による許可を受けた者が次の各号

のいずれかに該当するときは、許可を取り消すことができる。

� 省略

� 第１１条 の規定に違反したとき。

�・� 省略

（除却命令）

第１８条 知事は、第５条、第６条 若しくは前条第１項の規定

に違反し、又は第１５条第１項若しくは第２項の規定による知事の

命令に違反して広告物を表示し、若しくは掲出物件を設置する者

又はこれらを管理する者に対し、５日以上の期限を定め、これら

の除却を命ずることができる。

２ 省略

（手数料）

第４７条 次の各号に掲げる事務につき、手数料を、当該各号に定め

る金額によつて徴収する。ただし、政治資金規正法（昭和２３年法

律第１９４号）第６条第１項（同条第５項において準用する場合及

び同法第６条の３の規定によりその例によることとされる場合を

含む。）の届出を行つた政治団体が政治活動のために表示し、又

は設置するはり紙、はり札等（法第７条第４項に規定するはり札

等をいう。以下同じ。）、広告旗（同項に規定する広告旗をい

う。以下同じ。）又は立看板等（同項に規定する立看板等をい

う。以下同じ。）に係る第１号に掲げる許可を受けようとすると

きは、手数料を徴収しない。

� 第６条第１項、第７条第３項各号及び第１１条第１項の規定に

よる許可 ９，５００円の範囲内において知事が定める額

� 省略

� 省略

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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附 則

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

�愛媛県条例第２２号
愛媛県立都市公園条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県立都市公園条例の一部を改正する条例

愛媛県立都市公園条例（昭和３４年愛媛県条例第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

２・３ 省略

第７章 罰則

第５３条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に

処する。

� 第４条、第５条又は第６条第１項の規定に違反した者

� 第１１条第１項の規定に違反した者

�～� 省略

第５４条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に

処する。

� 第２５条第１項の規定による報告若しくは資料の提出をせず、

若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

� 省略

２・３ 省略

第７章 罰則

第５３条 次の各号のいずれかに該当する者は、３０万円以下の罰金に

処する。

� 第４条から第６条まで の規定に違反した者

� 第１１条 の規定に違反した者

�～� 省略

第５４条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に

処する。

� 第２５条第１項の規定による報告 をせず、

若しくは虚偽の報告 をし、又は同項の規定

による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避した者

� 省略

改 正 後 改 正 前

（利用料金の額）

第１５条の１１ 省略

２ 前項に定めるもののほか、次の各号に掲げる管理公園の

附属設備の利用料金の額は、当

該各号に 定める額とする。

� 総合運動公園の陸上競技場の屋外の照明設備 その利用に要

する電気料金の実費を勘案して指定管理者が定める額

� 前号の照明設備以外の屋外の照明設備 その利用に要する電

気料金の実費の額

� 総合運動公園の陸上競技場の大型映像装置 その利用に要す

る電気料金の実費及び年間の維持管理に要する費用を勘案して

指定管理者が定める額

� 総合運動公園の体育館の冷暖房設備 その利用に要する電気

料金の実費の額

� シャワー、コインロッカーその他の附属設備 １回につき

５，０００円の範囲内で指定管理者が定める額

３・４ 省略

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の

１１関係）

有料公園施設の利用料金

（利用料金の額）

第１５条の１１ 省略

２ 前項に定めるもののほか、管理公園の公園施設に設置されるシ

ャワー、コインロッカーその他の附属設備の利用料金の額は、１

回につき５，０００円の範囲内で指定管理者が定める額とする。

３・４ 省略

別表１（第７条、第１５条の５、第１５条の７、第１５条の８、第１５条の

１１関係）

有料公園施設の利用料金

省略 省略

注１・２ 省略

３ 入場料を徴収して有料公園（道後公園を除く。）の有料

公園施設を利用する場合 は、この表に定め

る額に入場料収入額の５分の１の額を加算する

注１・２ 省略

３ 入場料を徴収して有料公園（道後公園を除く。）の有料

公園施設を利用する場合の利用料金の額は、この表に定め

る額に入場料収入額の５分の１の額を加算した額の範囲内

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２３号
愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県学校職員定数条例の一部を改正する条例

愛媛県学校職員定数条例（昭和３２年愛媛県条例第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２４号
愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県県立学校設置条例の一部を改正する条例

愛媛県県立学校設置条例（昭和３９年愛媛県条例第１２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２５号
愛媛県犯罪の起きにくい安全で安心なまちづくり条例を次のように公布する。

。

４ 省略

で指定管理者が定める額とする。

４ 総合運動公園の陸上競技場の屋外の照明設備の利用に係

る電気料金については、実費を勘案して指定管理者が定め

る額を徴収する。

５ ４に規定する照明設備以外の屋外の照明設備の利用に係

る電気料金については、実費を徴収する。

６ 総合運動公園の体育館の冷暖房の利用に係る電気料金に

ついては、実費を徴収する。

７ 省略

改 正 後 改 正 前

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８４５人

� 市町立学校の職員 ８，６９８人

計 １２，５４３人

（定数）

第２条 学校職員の定数は、次のとおりとする。

� 県立学校の職員 ３，８６３人

� 市町立学校の職員 ８，７２９人

計 １２，５９２人

改 正 後 改 正 前

別表１（第２条、附則第２項関係） 別表１（第２条、附則第２項関係）

学 校 名 位 置 学 校 名 位 置

省略

省略

省略

中山高等学校

省略

伊予市

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１
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平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県犯罪の起きにくい安全で安心なまちづくり条例

目次

第１章 総則（第１条―第９条）
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第７章 犯罪被害者等に対する支援（第２５条）

附則

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、犯罪の起きにくい安全で安心なまちづくり（以下「安全安心なまちづくり」という。）に関し、基本理念を定め、並

びに県の責務並びに県民及び事業者の役割を明らかにするとともに、犯罪を未然に防止する環境を整備するための施策の基本となる事項

等を定めることにより、安全安心なまちづくりを総合的かつ計画的に推進し、もって県民が安全に安心して暮らすことができる社会の実

現に寄与することを目的とする。

（基本理念）

第２条 安全安心なまちづくりは、「自らの安全は自ら守る、地域の安全は地域で守る」という意識の下に、犯罪の防止のための県民、事

業者及び地域活動団体（自治会その他の地域における共同活動を行う団体をいう。以下同じ。）（以下「県民等」と総称する。）による

自主的な活動を基本として行われなければならない。

２ 安全安心なまちづくりは、県、市町及び県民等が、相互に連携し、及び協力して推進されなければならない。

（県の責務）

第３条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、安全安心なまちづくりに関する総合的な施策を策定し、

及び実施する責務を有する。

２ 県は、前項の施策の実施に当たっては、国及び市町との連絡調整を緊密に行うものとする。

（県民の役割）

第４条 県民は、基本理念にのっとり、安全安心なまちづくりについて理解を深め、日常生活における自らの安全の確保に積極的に努める

とともに、安全安心なまちづくりを推進するよう努めるものとする。

２ 県民は、県が実施する安全安心なまちづくりに関する施策に協力するよう努めるものとする。

（事業者の役割）

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、安全安心なまちづくりについて理解を深め、当該事業者が所有し、又は管理する事業施設及びそ

の事業活動に関し、自ら安全の確保に努めるとともに、安全安心なまちづくりを推進するよう努めるものとする。

２ 事業者は、県が実施する安全安心なまちづくりに関する施策に協力するよう努めるものとする。

（地域活動団体の取組）

第６条 地域活動団体は、基本理念にのっとり、地域の実情に応じて、その地域において犯罪の防止に関連する活動を行う団体と連携して、

安全安心なまちづくりに取り組むよう努めるものとする。

（市町への支援及び協力）

第７条 県は、市町が実施する安全安心なまちづくりに関する施策について、必要な支援及び協力を行うものとする。

（推進体制の整備）

第８条 県は、市町、県民等及び関係機関と連携し、及び協力して、安全安心なまちづくりに関する施策を総合的かつ効果的に実施するた

めに必要な推進体制を整備するものとする。

（推進計画）

第９条 県は、安全安心なまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するための計画（以下「推進計画」という。）を策定するも

のとする。

２ 推進計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

� 総合的かつ長期的に講ずべき安全安心なまちづくりに関する施策の大綱

� 前号に掲げるもののほか、安全安心なまちづくりに関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項

３ 県は、推進計画を策定するに当たっては、あらかじめ、県民等の意見を聴くものとする。

４ 県は、推進計画を策定したときは、速やかにこれを公表するものとする。

５ 前２項の規定は、推進計画の変更について準用する。

第２章 犯罪の防止のための自主的な活動の促進
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（広報及び啓発）

第１０条 県は、安全安心なまちづくりに関し、必要な広報活動及び啓発活動を行うものとする。

２ 県は、県民等の安全安心なまちづくりへの関心及び理解を深めるため、防犯の日及び安全安心なまちづくり旬間を設ける。

３ 防犯の日は毎月５日（その日が休日（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）に規定する県の休日をいう。以下同

じ。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）とし、安全安心なまちづくり旬間は１０月１１日から同月２０日までとする。

（県民等の自主的な活動の促進）

第１１条 県は、県民等が行う安全安心なまちづくりに関する自主的な活動を促進するため、県民等に対し、必要な情報の提供、助言等をす

るものとする。

（自主防犯団体支援センターの指定等）

第１２条 知事は、公安委員会と協議の上、営利を目的としない法人であって、次項に規定する業務を適正かつ確実に行うことができると認

められるものを、その申請により、県に一を限って、自主防犯団体支援センター（以下「支援センター」という。）として指定すること

ができる。

２ 支援センターは、次に掲げる業務を行うものとする。

� 安全安心なまちづくりに関する自主的な活動を行う者又は団体に対し、情報の提供、相談その他の援助を行うこと。

� 前号に掲げるもののほか、安全安心なまちづくりの推進のために必要な業務を行うこと。

３ 県は、支援センターに対し、その業務の実施に関し必要な情報の提供、助言等をするものとする。

（高齢者等の安全確保）

第１３条 県は、高齢者、子ども、女性、障害者その他特に防犯上の配慮を要する者（以下「高齢者等」という。）が犯罪による被害を受け

ないようにするため、市町及び県民等が連携し、地域ぐるみで高齢者等の安全が確保されるように、市町及び県民等に対し、必要な情報

の提供、助言等をするものとする。

第３章 学校等における子どもの安全確保等

（学校等における子どもの安全確保）

第１４条 幼稚園、小学校、中学校、高等学校等の学校及び保育所等の児童福祉施設等（以下「学校等」という。）を設置し、又は管理する

者は、当該学校等において、乳幼児、児童及び生徒（以下「子ども」という。）が犯罪による被害を受けないようにするための安全の確

保（以下「安全確保」という。）に努めるものとする。

２ 学校等を設置し、又は管理する者は、地域の実情に応じて、子どもの保護者、地域において犯罪の防止のための自主的な活動を行う県

民等及び当該学校等の所在地を管轄する警察署その他の関係機関の職員と連携を図り、当該学校等における子どもの安全確保のための対

策を実施するための体制を整備するよう努めるものとする。

３ 県は、学校等を設置し、又は管理する者に対し、当該学校等における子どもの安全確保のための対策の実施について、必要な情報の提

供、助言等をするものとする。

４ 知事、教育委員会及び公安委員会は、共同して、学校等における子どもの安全確保のための指針を定めるものとする。

５ 知事、教育委員会及び公安委員会は、前項の指針を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、県民等の意見を聴くものとする。

６ 知事、教育委員会及び公安委員会は、第４項の指針を定め、又は変更したときは、これを公表するものとする。

（通学路等における子どもの安全確保）

第１５条 通学、通園等の用に供される道路及び子どもが日常的に利用する公園、広場等（以下「通学路等」という。）を管理する者、子ど

もの保護者、学校等を管理する者、学校等の所在する地域の住民及び通学路等の所在する地域を管轄する警察署長は、連携して、当該通

学路等における子どもの安全確保に努めるものとする。

２ 知事、教育委員会及び公安委員会は、共同して、通学路等における子どもの安全確保のための指針を定めるものとする。

３ 前条第５項及び第６項の規定は、前項の指針について準用する。

（子どもの安全確保等に係る教育の充実）

第１６条 県は、学校等、家庭及び地域と連携して、子どもが犯罪による被害を受けないようにするための教育及び犯罪を起こさないように

するための教育の充実が図られるよう努めるものとする。

第４章 犯罪の防止に配慮した環境の整備等

（犯罪の防止に配慮した道路等の整備）

第１７条 道路、公園、駐車場等（以下「道路等」という。）を設置し、若しくは設置しようとし、又は管理し、若しくは管理しようとする

者は、当該道路等を犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有するものとするよう努めるものとする。

２ 県は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する道路等の普及に努めるものとする。

３ 知事及び公安委員会は、共同して、犯罪の防止に配慮した道路等の構造、設備等に関する指針を定めるものとする。

４ 知事及び公安委員会は、前項の指針を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、県民等の意見を聴くものとする。

５ 知事及び公安委員会は、第３項の指針を定め、又は変更したときは、これを公表するものとする。

（犯罪の防止に配慮した住宅の整備）

第１８条 住宅の建築主及び住宅を設計し、建築し、又は供給しようとする事業者（以下「建築主等」という。）並びに住宅を所有し、又は

管理する者は、当該住宅を犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有するものとするよう努めるものとする。
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２ 県は、建築主等及び住宅を所有し、又は管理する者に対し、犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等について、必要な情報の提供、

助言等をするものとする。

３ 知事及び公安委員会は、共同して、犯罪の防止に配慮した住宅の構造、設備等に関する指針を定めるものとする。

４ 前条第４項及び第５項の規定は、前項の指針について準用する。

（犯罪の防止等に配慮した情報通信技術の利用）

第１９条 県は、携帯電話端末等を利用する犯罪その他の情報通信の技術を利用する犯罪による被害を防止し、及び青少年が安全に安心して

情報通信の技術を利用することができるようにするため、県民等及び関係機関に対し、必要な情報の提供、助言等をするものとする。

（防犯カメラの設置及び利用に係る人権への配慮）

第２０条 道路、公園その他の不特定多数の者が出入りする公共の場所に防犯カメラ（犯罪の防止を目的として設置される映像機器及びこれ

に附属する機器をいう。以下同じ。）を設置し、及び利用する者は、次項の指針に基づき、人権を侵害することのないように配慮するも

のとする。

２ 知事及び公安委員会は、共同して、防犯カメラの適正な設置及び利用に関する指針を定めるものとする。

３ 第１７条第４項及び第５項の規定は、前項の指針について準用する。

第５章 犯罪の防止に配慮した事業活動の推進等

（犯罪の防止に配慮した事業施設の整備等）

第２１条 事業者は、犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する事業施設の整備に努めるものとする。

２ 警察署長は、その管轄区域において事業施設を設置し、又は管理する者に対し、犯罪の防止に配慮した事業施設の構造、設備等につい

て、必要な情報の提供、助言等をするものとする。

（防犯責任者の設置等）

第２２条 事業者は、その所有し、又は管理する事業施設及び事業活動における防犯上の安全の確保のため、事業所ごとの実情に応じて、従

業員に対する防犯に関する指導、防犯設備の維持管理等を行う責任者を設置するなど、犯罪の防止のための措置を講ずるよう努めるもの

とする。

（更生保護活動への支援）

第２３条 事業者は、犯罪をした者及び非行のある少年が、再び犯罪をすることを防ぎ、又はその非行をなくし、健全な社会生活を営むこと

ができるよう、更生保護についての理解を深めるとともに、更生保護に関する活動の促進に努めるものとする。

２ 県は、事業者に対し、更生保護に関する活動の促進に必要な情報の提供、助言等をするものとする。

第６章 犯罪の防止に配慮した自転車の利用の促進

第２４条 自転車を利用する者は、その利用する自転車について、盗難その他の犯罪による被害を防止するための措置を講ずるよう努めるも

のとする。

２ 自転車の小売、修理又は貸渡しを行う事業者は、盗難その他の犯罪の防止に配慮した構造、設備等を有する自転車及び用具の普及に努

めるものとする。

３ 県は、自転車に係る盗難その他の犯罪による被害を防止するため、県民等に対し、必要な情報の提供、助言等をするものとする。

第７章 犯罪被害者等に対する支援

第２５条 県は、犯罪及びこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす行為により被害を受けた者及びその家族又は遺族（以下「犯罪被害者等」

という。）の権利利益の保護を図るため、犯罪被害者等の援助を行う民間の団体の活動を促進するための支援その他の犯罪被害者等の支

援に関する施策を講ずるものとする。

２ 県は、前項の施策の実施に当たっては、必要に応じて、国、市町その他の関係機関及び関係団体と連携して行うものとする。

附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２６号
風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条例を次のように公布する。
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風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例の一部を改正する条例

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律施行条例（昭和５９年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第７（第１３条関係） 別表第７（第１３条関係）

手数料を納め

なければなら

ない者

区 分 金 額

手数料を納め

なければなら

ない者

区 分 金 額
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１ 法第３条

第１項の許

可（以 下

「許可」と

いう。）を

受けようと

する者

� ぱちんこ屋又は令第７条

に規定する営業について許

可を受けようとする場合で

営業所に設置する遊技機に

法第２０条第２項の認定（７

の項を除き、以下「認定」

という。）を受けた遊技機

以外の遊技機（以下「未認

定遊技機」という。）がな

いとき。

ア ３月以内の期間を限つ

て営む営業

イ その他の営業

� ぱちんこ屋又は令第７条

に規定する営業について許

可を受けようとする場合で

営業所に設置する遊技機に

未認定遊技機

があるとき。

� ぱちんこ屋及び令第７条

に規定する営業以外の風俗

営業について許可を受けよ

うとする場合

ア ３月以内の期間を限つ

１５，０００円

２５，０００円

�ア又はイに

定める額に、

２，８００円（法

第２０条第４項

の検定（以下

「検定」とい

う。）を受け

た型式に属す

る未認定遊技

機以外の未認

定遊技機（以

下「特定未認

定遊技機」と

いう。）があ

る場合にあつ

て は、５，６００

円に当該特定

未認定遊技機

が属する型式

の 数 を２，４００

円に乗じて得

た額を加算し

た額）を加算

した額に、未

認定遊技機１

台ごとに４０円

（特定未認定

遊技機につい

ては、それぞ

れ９の項�の

右欄に定める

額 か ら８，０００

円 を 減 じ た

額）を加算し

た額

１４，０００円

１ 法第３条

第１項の許

可（以 下

「許可」と

いう。）を

受けようと

する者

� ぱちんこ屋又は令第７条

に規定する営業について許

可を受けようとする場合で

営業所に設置する遊技機に

法第２０条第２項の認定（７

の項を除き、以下「認定」

という。）を受けた遊技機

以外の遊技機

がな

いとき。

ア ３月以内の期間を限つ

て営む営業

イ その他の営業

� ぱちんこ屋又は令第７条

に規定する営業について許

可を受けようとする場合で

営業所に設置する遊技機に

認定を受けた遊技機以外の

遊技機があるとき。

� ぱちんこ屋及び令第７条

に規定する営業以外の風俗

営業について許可を受けよ

うとする場合

ア ３月以内の期間を限つ

１６，０００円

２７，０００円

�ア又はイに

定める額に、

認定を受けた

遊技機以外の

遊技機１台ご

とに２０円（法

第２０条第４項

の検定（以下

「検定」とい

う。）を受け

た型式に属す

る遊技機以外

の遊技機

につい

ては、それぞ

れ９の項�の

右欄に定める

額 か ら２，７００

円 を 減 じ た

額）を加算し

た額

１５，０００円
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て営む営業

イ その他の営業 ２４，０００円

て営む営業

イ その他の営業 ２７，０００円

２～８ 省略 ２～８ 省略

９ 認定を受

けようとす

る者

� 指定試験機関が行う認定

に必要な試験（以下「遊技

機試験」という。）を受け

た遊技機について認定を受

けようとする場合

� 検定を受けた型式に属す

る遊技機（遊技機試験を受

けたものを除く。）につい

て認定を受けようとする場

合

� �又は�の遊技機以外の

遊技機について認定を受け

ようとする場合

ア ぱちんこ遊技機

� 入賞を容易にするた

めの装置であつて令第

１０条の２の表の一�１

�の項の中欄に規定す

る国家公安委員会規則

で 定 め る も の（以 下

「特 定 装 置」と い

う。）が設けられてい

るもの（当該特定装置

を連続して作動させる

ことができるものに限

る。）

ａ マイクロプロセッ

サー（電子計算機の

中央演算処理装置を

構成する集積回路を

いう。以下同じ。）

を内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� 特定装置が設けられ

ているもの（�に掲げ

るものを除く。）

ａ マイクロプロセッ

サーを内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� �又は�に掲げるも

の以外のもの

イ 回胴式遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ アレンジボール遊技機

２，２００円

４，３４０円

３５，０００円

１６，３００円

２９，０００円

１６，３００円

１４，４００円

５９，０００円

２３，０００円

９ 認定を受

けようとす

る者

� 指定試験機関が行う認定

に必要な試験（以下「遊技

機試験」という。）を受け

た遊技機について認定を受

けようとする場合

� 検定を受けた型式に属す

る遊技機（遊技機試験を受

けたものを除く。）につい

て認定を受けようとする場

合

� �又は�の遊技機以外の

遊技機について認定を受け

ようとする場合

ア ぱちんこ遊技機

� 入賞を容易にするた

めの装置であつて令第

１０条の２の表の一�１

�の項の中欄に規定す

る国家公安委員会規則

で 定 め る も の（以 下

「特 定 装 置」と い

う。）が設けられてい

るもの（当該特定装置

を連続して作動させる

ことができるものに限

る。）

ａ マイクロプロセッ

サー（電子計算機の

中央演算処理装置を

構成する集積回路を

いう。以下同じ。）

を内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� 特定装置が設けられ

ているもの（�に掲げ

るものを除く。）

ａ マイクロプロセッ

サーを内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� �又は�に掲げるも

の以外のもの

イ 回胴式遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ アレンジボール遊技機

２，７００円

２，７２０円

３１，７００円

８，２００円

２４，７００円

８，２００円

５，９００円

５９，７００円

１４，７００円

愛 媛 県 報平成２５年３月２６日 第２４５６号外１

４９



� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

エ じやん球遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

オ アからエまでに掲げる

遊技機以外の遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

３５，０００円

１９，０００円

３５，０００円

１９，０００円

２９，０００円

１２，６００円

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

エ じやん球遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

オ アからエまでに掲げる

遊技機以外の遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

３０，７００円

１０，８００円

３０，７００円

１０，８００円

２４，７００円

３，６８０円

１０ 検定を受

けようとす

る者

� 指定試験機関が行う検定

に必要な試験（以下「型式

試験」という。）を受けた

型式について検定を受けよ

うとする場合

� 他の公安委員会の検定を

受けた型式（型式試験を受

けたものを除く。）につい

て検定を受けようとする場

合

� �又は�の型式以外の型

式について検定を受けよう

とする場合

ア ぱちんこ遊技機

� 特定装置が設けられ

ているもの（当該特定

装置を連続して作動さ

せることができるもの

に限る。）

ａ マイクロプロセッ

サーを内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� 特定装置が設けられ

ているもの（�に掲げ

るものを除く。）

ａ マイクロプロセッ

サーを内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� �又は�に掲げるも

の以外のもの

イ 回胴式遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ アレンジボール遊技機

３，９００円

６，３００円

１，４３５，０００円

４３８，０００円

１，１２８，０００円

４３８，０００円

３３８，０００円

１，６２１，０００円

４７９，０００円

１０ 検定を受

けようとす

る者

� 指定試験機関が行う検定

に必要な試験（以下「型式

試験」という。）を受けた

型式について検定を受けよ

うとする場合

� 他の公安委員会の検定を

受けた型式（型式試験を受

けたものを除く。）につい

て検定を受けようとする場

合

� �又は�の型式以外の型

式について検定を受けよう

とする場合

ア ぱちんこ遊技機

� 特定装置が設けられ

ているもの（当該特定

装置を連続して作動さ

せることができるもの

に限る。）

ａ マイクロプロセッ

サーを内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� 特定装置が設けられ

ているもの（�に掲げ

るものを除く。）

ａ マイクロプロセッ

サーを内蔵するもの

ｂ ａに掲げるもの以

外のもの

� �又は�に掲げるも

の以外のもの

イ 回胴式遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ アレンジボール遊技機

６，３００円

１８，０００円

１，５３０，０００円

２９６，０００円

１，１４１，０００円

２９６，０００円

１７４，０００円

１，８１６，０００円

３９９，０００円
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� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

エ じやん球遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

１，１４８，０００円

４８２，０００円

１，１４７，０００円

４８１，０００円

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

エ じやん球遊技機

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

１，１９３，０００円

３４９，０００円

１，１９２，０００円

３４８，０００円

１１ 遊技機試

験を受けよ

うとする者

� ぱちんこ遊技機について

遊技機試験を受けようとす

る場合

ア 特定装置が設けられて

いるもの（当該特定装置

を連続して作動させるこ

と が で き る も の に 限

る。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

イ 特定装置が設けられて

いるもの（アに掲げるも

のを除く。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ ア又はイに掲げるもの

以外のもの

� 回胴式遊技機について遊

技機試験を受けようとする

場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� アレンジボール遊技機に

ついて遊技機試験を受けよ

うとする場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� じやん球遊技機について

遊技機試験を受けようとす

る場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� �から�までに掲げる遊

技機以外の遊技機について

４３，３００円

２３，１００円

３６，３００円

２３，０００円

２１，０００円

６８，３００円

３０，３００円

４２，３００円

２６，３００円

４２，３００円

２６，３００円

１１ 遊技機試

験を受けよ

うとする者

� ぱちんこ遊技機について

遊技機試験を受けようとす

る場合

ア 特定装置が設けられて

いるもの（当該特定装置

を連続して作動させるこ

と が で き る も の に 限

る。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

イ 特定装置が設けられて

いるもの（アに掲げるも

のを除く。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ ア又はイに掲げるもの

以外のもの

� 回胴式遊技機について遊

技機試験を受けようとする

場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� アレンジボール遊技機に

ついて遊技機試験を受けよ

うとする場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� じやん球遊技機について

遊技機試験を受けようとす

る場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� �から�までに掲げる遊

技機以外の遊技機について

３２，３００円

８，１００円

２５，３００円

８，１００円

５，７００円

６２，３００円

１５，３００円

３１，３００円

１０，８００円

３１，３００円

１０，８００円
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遊技機試験を受けようとす

る場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

３６，３００円

１９，１００円

遊技機試験を受けようとす

る場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

２５，３００円

３，３００円

１２ 型式試験

を受けよう

とする者

� ぱちんこ遊技機の型式に

ついて型式試験を受けよう

とする場合

ア 特定装置が設けられて

いるもの（当該特定装置

を連続して作動させるこ

と が で き る も の に 限

る。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

イ 特定装置が設けられて

いるもの（アに掲げるも

のを除く。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ ア又はイに掲げるもの

以外のもの

� 回胴式遊技機の型式につ

いて型式試験を受けようと

する場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� アレンジボール遊技機の

型式について型式試験を受

けようとする場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� じやん球遊技機の型式に

ついて型式試験を受けよう

とする場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

１，４４２，０００円

４４５，０００円

１，１３５，０００円

４４５，０００円

３４５，０００円

１，６２８，０００円

４８６，０００円

１，１５５，０００円

４８９，０００円

１，１５４，０００円

４８８，０００円

１２ 型式試験

を受けよう

とする者

� ぱちんこ遊技機の型式に

ついて型式試験を受けよう

とする場合

ア 特定装置が設けられて

いるもの（当該特定装置

を連続して作動させるこ

と が で き る も の に 限

る。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

イ 特定装置が設けられて

いるもの（アに掲げるも

のを除く。）

� マイクロプロセッサ

ーを内蔵するもの

� �に掲げるもの以外

のもの

ウ ア又はイに掲げるもの

以外のもの

� 回胴式遊技機の型式につ

いて型式試験を受けようと

する場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� アレンジボール遊技機の

型式について型式試験を受

けようとする場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

� じやん球遊技機の型式に

ついて型式試験を受けよう

とする場合

ア マイクロプロセッサー

を内蔵するもの

イ アに掲げるもの以外の

もの

１，５２４，２００円

２９０，２００円

１，１３５，２００円

２９０，２００円

１６８，２００円

１，８１０，２００円

３９３，２００円

１，１８７，２００円

３４３，２００円

１，１８６，２００円

３４２，２００円

１３ 法第２０条

第１０項にお

いて準用す

る法第９条

� 承認を受けようとする遊

技機に未認定遊技機

がない場合

� 承認を受けようとする遊

２，４００円

５，２００円（特

１３ 法第２０条

第１０項にお

いて準用す

る法第９条

� 承認を受けようとする遊

技機に認定を受けた遊技機

以外の遊技機がない場合

� 承認を受けようとする遊

３，４００円

３，４００円に、
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附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第２７号
愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

第１項の承

認（以 下

「承認」と

いう。）を

受けようと

する者

技機に未認定遊技機

がある場合

定未認定遊技

機がある場合

にあつては、

８，０００円 に 当

該特定未認定

遊技機が属す

る型式の数を

２，４００円 に 乗

じて得た額を

加算した額）

に、未認定遊

技機１台ごと

に４０円（特定

未認定遊技機

については、

それぞれ９の

項�の右欄に

定める額から

８，０００円 を 減

じた額）を加

算した額

第１項の承

認（以 下

「承認」と

いう。）を

受けようと

する者

技機に認定を受けた遊技機

以外の遊技機がある場合

認定を受けた

遊技機以外の

遊技機１台ご

とに２０円（検

定を受けた型

式に属する遊

技機以外の遊

技機

については、

それぞれ９の

項�の右欄に

定める額から

２，７００円 を 減

じた額）を加

算した額

１４～１７ 省略 １４～１７ 省略

備考

１ 許可を受けようとする者が同時に他の許可を受けよう

とする場合における当該他の許可に係る１の項の右欄に

掲げる手数料の額は、それぞれ当該右欄に定める額から

８，６００円を減じた額とする。

２ 法第４条第３項の規定が適用される営業所につき許可

を受けようとする場合における１の項の右欄に掲げる手

数料の額は、それぞれ当該右欄に定める額に６，８００円を加

算した額とする。

３ 認定を受けようとする者が同時に当該認定に係る遊技

機と同一の型式に属する他の遊技機について認定を受け

ようとする場合における当該他の遊技機に係る９の項の

右欄に掲げる手数料の額は、当該右欄の規定にかかわら

ず、同項の�の場合にあつては零円とし、同項の�の場

合にあつては４０円とし、同項の�の場合にあつてはそれ

ぞれ同項の�の右欄に定める額から８，０００円を減じた額と

する。

４ 遊技機試験を受けようとする者が同時に当該遊技機試

験に係る遊技機と同一の型式に属する他の遊技機につい

て遊技機試験を受けようとする場合における当該他の遊

技機に係る１１の項の右欄に掲げる手数料の額は、それぞ

れ当該右欄に定める額から１４，３００円を減じた額とする。

備考

１ 許可を受けようとする者が同時に他の許可を受けよう

とする場合における当該他の許可に係る１の項の右欄に

掲げる手数料の額は、それぞれ当該右欄に定める額から

９，３００円を減じた額とする。

２ 法第４条第３項の規定が適用される営業所につき許可

を受けようとする場合における１の項の右欄に掲げる手

数料の額は、それぞれ当該右欄に定める額に７，４００円を加

算した額とする。

３ 認定を受けようとする者が同時に

他の遊技機について認定を受け

ようとする場合における当該他の遊技機に係る９の項の

右欄に掲げる手数料の額は、それぞれ当該右欄に定める

額 か ら２，７００円

を減じた額と

する。

４ 遊技機試験を受けようとする者が同時に

他の遊技機につい

て遊技機試験を受けようとする場合における当該他の遊

技機に係る１１の項の右欄に掲げる手数料の額は、それぞ

れ当該右欄に定める額から２，３００円 を減じた額とする。
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愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県公営企業の設置等に関する条例（昭和４１年愛媛県条例第３７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 病院事業

（経営の基本）

第３条 省略

２ 公営企業の施設の名称、位置及び規模については、それぞれ次

に掲げるとおりとする。

�～� 省略

� 病院事業

名 称 位 置 診 療 科 目 病床数 名 称 位 置 診 療 科 目 病床数

愛媛県立

中央病院

松山市 内科 、小児科、

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、歯科、放射線科、

整形外科、形成外科、精神

科、神経内科、麻酔科

、脳神経外科、呼吸

器外科、心臓血管外科、小

児外科、リハビリテーショ

ン科、その他管理者が定め

る診療科

８２７ 愛媛県立

中央病院

松山市 内科、呼吸器科、小児科、

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、歯科、放射線科、

整形外科、形成外科、精神

科、神経内科、麻酔科、消

化器科、循環器科、アレル

ギー科、脳神経外科、呼吸

器外科、心臓血管外科、小

児外科、リハビリテーショ

ン科

８６４

愛媛県立

今治病院

今治市 内 科、心 療 内 科

、小 児 科、外 科、皮 膚

科、泌尿器科、産婦人科、

眼科、耳鼻いんこう科、放

射 線 科、整 形 外 科、精 神

科、麻酔科

、脳神経外科、心臓

血管外科、その他管理者が

定める診療科

省略 愛媛県立

今治病院

今治市 内 科、心 療 内 科、呼 吸 器

科、小 児 科、外 科、皮 膚

科、泌尿器科、産婦人科、

眼科、耳鼻いんこう科、放

射 線 科、整 形 外 科、精 神

科、麻酔科、消化器科、循

環器科、脳神経外科、心臓

血管外科

省略

愛媛県立

南宇和病

院

南宇和郡

愛南町

内科 、小児科、

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、放射線科、整形外

科、麻酔科、脳神経外科、

その他管理者が定める診療

科

省略 愛媛県立

南宇和病

院

南宇和郡

愛南町

内科、呼吸器科、小児科、

外科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、放射線科、整形外

科、麻酔科、脳神経外科

省略

愛媛県立

新居浜病

院

新居浜市 内科、外科 、小

児科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科 、放射線科、

整形外科、麻酔科

、脳 神 経 外

科、呼吸器外科、心臓血管

外科、その他管理者が定め

る診療科

３２９ 愛媛県立

新居浜病

院

新居浜市 内科、外科、呼吸器科、小

児科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻いん

こう科、歯科、放射線科、

整形外科、麻酔科、消化器

科、循 環 器 科、脳 神 経 外

科、呼吸器外科、心臓血管

外科

３５０
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附 則

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第３条第２項第４号の表愛媛県立中央病院の項の改正規定は、同年５月４日から

施行する。

�愛媛県条例第２８号
知事等の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

知事等の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例

（知事等の退職手当に関する条例の一部改正）

第１条 知事等の退職手当に関する条例（昭和３１年愛媛県条例第５４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例の一部改正）

第２条 教育長の給与、退職手当、旅費及び勤務時間等に関する条例（昭和３１年愛媛県条例第５２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（常勤の監査委員等の退職手当に関する条例の一部改正）

第３条 常勤の監査委員等の退職手当に関する条例（昭和３３年愛媛県条例第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第２９号
愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

平成２５年３月２６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例の一部を改正する条例

改 正 後 改 正 前

（退職手当の額）

第３条 知事等の退職手当の額は、その者の退職の日における給料

月額に、その者の在職月数を乗じて得た額に、次の各号に掲げる

者の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

� 知事 １００分の５０

� 副知事 １００分の３８

� 管理者 １００分の２５

２ 省略

（退職手当の額）

第３条 知事等の退職手当の額は、その者の退職の日における給料

月額に、その者の在職月数を乗じて得た額に、次の各号に掲げる

者の区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た額とする。

� 知事 １００分の６０

� 副知事 １００分の４５

� 管理者 １００分の３０

２ 省略

改 正 後 改 正 前

（退職手当）

第４条 省略

２ 教育長の退職手当の額は、その者の退職の日における給料月額

に、その者の在職月数を乗じて得た額に、１００分の２９を乗じて得

た額とする。

３・４ 省略

（退職手当）

第４条 省略

２ 教育長の退職手当の額は、その者の退職の日における給料月額

に、その者の在職月数を乗じて得た額に、１００分の３５を乗じて得

た額とする。

３・４ 省略

改 正 後 改 正 前

（退職手当の額）

第３条 常勤の監査委員等の退職手当の額は、退職の日におけるそ

の者の給料月額に、その者の当該職員としての在職月数を乗じ、

これに１００分の８を乗じて得た額とする。

（退職手当の額）

第３条 常勤の監査委員等の退職手当の額は、退職の日におけるそ

の者の給料月額に、その者の当該職員としての在職月数を乗じ、

これに１００分の１０を乗じて得た額とする。
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愛媛県議会議員の議員報酬の特例に関する条例（平成２３年愛媛県条例第３８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

附 則

２ この条例は、平成２６年３月３１日限り、その効力を失う。

附 則

２ この条例は、平成２５年３月３１日限り、その効力を失う。

平成２５年３月２６日 発行
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